
新規事業採択時評価 

 

 

【砂防事業等】 

（補助事業等） 

 石浜３号区域事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・  １ 

 北上川流域大釜地区大規模特定砂防等事業      ・・・・・・・・  ３ 

 最上川流域上郷地区大規模特定砂防等事業      ・・・・・・・・  ５ 

 堀立川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・  ７ 

 鬼面川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・  ９ 

 温海川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・ １１ 

 天王沢流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・ １３ 

 大沢川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・ １５ 

 生僧入沢流域大規模特定砂防等事業         ・・・・・・・・ １７ 

 宇多川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・ １９ 

 西根川流域大規模特定砂防等事業          ・・・・・・・・ ２１ 

 下西ノ沢事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ２３ 

 大芦沢事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ２５ 

 平出沢事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ２７ 

 阿能川地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ２９ 

 細工屋２地区事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・ ３１ 

 宇津木沢事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ３３ 

 横須賀市まちづくり連携砂防等事業         ・・・・・・・・ ３５ 

 乙吉川大規模特定砂防等事業            ・・・・・・・・ ３７ 

 筒石川流域事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ３９ 

 河合大谷事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ４１ 

 瀬木野事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ４３ 



 畑外谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ４５ 

 瓜生事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ４７ 

 神子原事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ４９ 

 和田事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ５１ 

 鈴ヶ嶺事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ５３ 

 長橋事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ５５ 

 南山事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ５７ 

 鮭尾事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ５９ 

 隠居谷事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ６１ 

 高見谷 1・2 事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ６３ 

 小瀬ヶ洞事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ６５ 

 寺洞川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ６７ 

 中野谷事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ６９ 

 はつや洞事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ７１ 

 六郎洞 1・2 事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ７３ 

 東津汲 2 事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ７５ 

 高橋西事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ７７ 

 中西之谷事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ７９ 

 冷川事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ８１ 

 西之貝戸川事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ８３ 

 八島川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・ ８５ 

 太田事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・ ８７ 

 川上 2 地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・ ８９ 

 綿襷谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ９１ 

 桂奥谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ９３ 

 猪木谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ９５ 

 岸の谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・ ９７ 

 こたらび谷川事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・ ９９ 



 横谷川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１０１ 

 宮ノ谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１０３ 

 弥谷川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１０５ 

 中の谷地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１０７ 

 稲荷地区事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１０９ 

 久保川支流事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１１１ 

 西ノ谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１１３ 

 蛙ケ谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１１５ 

 中ノ谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１１７ 

 水坂川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１１９ 

 平地川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１２１ 

 真名井川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１２３ 

 志高事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・１２５ 

 行永事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・１２７ 

 三河Ⅱ事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１２９ 

 上杉川第一支渓事業間連携砂防等事業        ・・・・・・・・１３１ 

 東谷事業間連携砂防等事業             ・・・・・・・・１３３ 

 父鬼川右第二支川事業間連携砂防等事業       ・・・・・・・・１３５ 

 柏原川大規模特定砂防等事業            ・・・・・・・・１３７ 

 吹上谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１３９ 

 足尾谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１４１ 

 青蓮寺川ヒノ谷事業間連携砂防等事業        ・・・・・・・・１４３ 

 黒滝川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１４５ 

 紀の川左支渓大規模特定砂防等事業         ・・・・・・・・１４７ 

 樮川大規模特定砂防等事業             ・・・・・・・・１４９ 

 亀の川右支渓事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１５１ 

 飯盛川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１５３ 

 柏谷川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１５５ 



 平川猪ノ谷川事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１５７ 

 栗須谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１５９ 

 上滝本地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１６１ 

 上平 1 地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１６３ 

 平川 3 地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１６５ 

 矢矧地区事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１６７ 

 東上ノ硲 3 地区事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１６９ 

 和田之谷地区事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１７１ 

 宇和平・高田 1 地区事業間連携砂防等事業      ・・・・・・・・１７３ 

 高梁川流域（新見地区）大規模特定砂防等事業    ・・・・・・・・１７５ 

 高田谷事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１７７ 

 石ケ谷事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１７９ 

 雲母川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１８１ 

 郷谷川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・１８３ 

 小瀬川支川６事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１８５ 

 西父木野川支川３事業間連携砂防等事業       ・・・・・・・・１８７ 

 鍋屋谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１８９ 

 中ノ村川(27)事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・１９１ 

 学恩寺川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１９３ 

 千代谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１９５ 

 錦見東川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・１９７ 

 西本谷小川事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・１９９ 

 陶渓流事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・２０１ 

 楠乃渓流事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２０３ 

 市中川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・２０５ 

 江崎 2 川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２０７ 

 日与次川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２０９ 

 明神川(蒲生)事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・２１１ 



 尾郷上川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２１３ 

 元永地区事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２１５ 

 高山地区事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２１７ 

 白木谷地区事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・２１９ 

 福田地区事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２２１ 

 西山谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２２３ 

 外其川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・２２５ 

 川原谷川第一事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・２２７ 

 柳谷川第三事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・２２９ 

 塩吹川第一事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・２３１ 

 第三小平川 事業間連携砂防等事業         ・・・・・・・・２３３ 

 池畑谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２３５ 

 下田４事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・２３７ 

 黒木谷川事業間連携砂防等事業           ・・・・・・・・２３９ 

 東八幡森川事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・２４１ 

 西八幡森川事業間連携砂防等事業          ・・・・・・・・２４３ 

 鹿児島市北地区大規模特定砂防等事業        ・・・・・・・・２４５ 

 鹿児島市南地区大規模特定砂防等事業        ・・・・・・・・２４７ 

 狩川大規模特定砂防等事業             ・・・・・・・・２４９ 

 串良川大規模特定砂防等事業            ・・・・・・・・２５１ 

 紫尾川事業間連携砂防等事業            ・・・・・・・・２５３ 

 



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 大規模な地すべり被害について、被害が想定される人家が10戸から0戸に軽減できる。
② 大規模な地すべりから避難路である国道280号が保全される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和4年度青森県再評価委員会に諮り、事業の継続は妥当である。

EIRR
（％）

47

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.1 ～ 2.6）
残 工 期　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.3）
資　　産　  （－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.3）

C:総費用(億円) 12 B/C 2.3 B-C 17

便益の主
な根拠

人家数：10戸　舟岡コミュニティーセンター、水道施設　主要交通機関：国道280号（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

29

総事業費
（億円）

4.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該区域は地すべり危険箇所であり、土砂災害警戒区域にも指定されている。また、地すべり防止区域にも指定されており、上位計画である
「青森県地域防災計画」に掲載されている重要な区域である。
・当該区域の保全対象として人家１０戸のほか、コミュニティーセンター、避難路である国道２８０号など重要な施設があり事業の必要性は高い。
・顕著な土塊の押し出しや斜面崩壊などの地すべりの前兆現象が度々発生しており、大規模な地すべり災害が発生した場合、被害が及ぶ地域
が広域にわたるため、対策工事の早期概成が望まれている。

＜達成すべき目標＞
・地すべり区域の住民の人命を地すべり災害から守るため、地すべり対策工事を行い人家等の保全を図るとともに、道路事業と連携し、緊急輸
送路であり地域の生活や経済を支える国道280号の安全性を向上させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工、抑止杭工

担当課長名 國友 優

実施箇所 青森県東津軽郡外ヶ浜町

事業名
（箇所名）

石浜３号区域事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

青森県

新規

1



【凡例】
●：事業箇所

位置図

青森県
石浜３号区域
事業間連携砂防等事業

いしはま

石浜３号区域事業間連携砂防等事業 位置図

国道280号
(第二次緊急
輸送道路)

至 青森市

石浜３号区域
事業間連携砂防等事業

道路事業

道路事業

2



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家165戸、JR秋田新幹線、市道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

33

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（8.3 ～ 9.9）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（8.9 ～ 9.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（7.7 ～ 10.5）

C:総費用(億円) 12 B/C 9.0 B-C 93

便益の主
な根拠

人家戸数：165戸　　主要交通機関：ＪＲ秋田新幹線 等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

105

総事業費
（億円）

12

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域は、平成28年3月及び平成31年3月に土砂災害（特別）警戒区域に指定され、警戒区域内には人家165戸、ＪＲ秋田新幹線、市道が存
在し、地元からの土石流災害に対するハード対策の要望が強い地区である。
・令和４年８月豪雨では、岩手県北部を中心に土砂災害が発生しており、当該地区でも豪雨に伴う土砂災害発生の恐れがある。
・土砂災害の発生により滝沢市大釜地区の家屋やJR秋田新幹線への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　北上川流域大釜地区において豪雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行
い、人家及びJR秋田新幹線等への直接的な被害防止を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岩手県滝沢市

事業名
（箇所名）

北上川流域大釜地区大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岩手県

新規

3



【凡例】
●：事業箇所

位置図

岩手県
北上川流域大釜地区
大規模特定砂防等事業

きたかみがわ おおがま

北上川流域大釜地区大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

4



事業名
（箇所名）

最上川流域上郷地区大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県西村山郡朝日町

総事業費
（億円）

8.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　上郷地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減し、地区全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：118ha　　世帯数：57世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道287号（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

42

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家57戸、国道287号（緊急輸送道路）、消防設備格納庫等への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

21

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.3 ～ 5.0）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.5 ～ 4.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.1 ～ 5.0）

C:総費用(億円) 9.1 B/C 4.6 B-C 33

新規

5



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
最上川流域上郷地区
大規模特定砂防等事業

もがみがわ

最上川流域上郷地区大規模特定砂防等事業 位置図

かみごう

砂防堰堤計画地

6



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家116戸、県道、市道（緊急輸送道路）、笹野民芸館（指定避難
所）、配水場施設等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

61

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（10.9 ～ 13.1）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（11.8 ～ 12.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（10.7 ～ 13.1）

C:総費用(億円) 5.7
B:総便益
(億円)

68

総事業費
（億円）

6.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　笹野本町地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落
等への直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 11.9 B-C 62

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：44ha　　世帯数：116世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道、市道（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県米沢市

事業名
（箇所名）

堀立川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

新規

7



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
堀立川流域
大規模特定砂防等事業

ほったてがわ

堀立川流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

8



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家30戸、国道113号（緊急輸送道路）、郵便局等への被害を軽減
する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.0 ～ 3.6）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.2 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.9 ～ 3.6）

C:総費用(億円) 7.2
B:総便益
(億円)

24

総事業費
（億円）

9.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　口田沢地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 3.3 B-C 17

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：26ha　　世帯数：30世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道113号（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県米沢市

事業名
（箇所名）

鬼面川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

新規

9



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
鬼面川流域
大規模特定砂防等事業

おものがわ

鬼面川流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

10



事業名
（箇所名）

温海川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県鶴岡市

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　湯温海地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.7ha　　世帯数：99世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：主要地方道（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

79 B/C 17.1 B-C 74

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家99戸、主要地方道（緊急輸送道路）、病院施設等への被害を軽
減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

143

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（15.8 ～ 18.8）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（16.9 ～ 17.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（15.4 ～ 18.8）

C:総費用(億円) 4.6

新規

11



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
温海川流域
大規模特定砂防等事業

あつみがわ

温海川流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

12



事業名
（箇所名）

天王沢流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県長井市

総事業費
（億円）

7.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　森地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：66ha　　世帯数：23世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道287号（緊急輸送道路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13 B/C 2.1 B-C 6.8

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家23戸、国道287号（緊急輸送道路）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

9.3

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.1 ～ 2.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）

C:総費用(億円) 6.2

新規

13



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
天王沢流域
大規模特定砂防等事業

てんのうさわ

天王沢流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

14



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家225戸、災害時要配慮者施設2施設、浄水場施設等への被害を
軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

321

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（20.3 ～ 24.1）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（21.8 ～ 22.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（19.9 ～ 24.3）

C:総費用(億円) 7.0
B:総便益
(億円)

155

総事業費
（億円）

7.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　楯岡東沢地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落
等への直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 22.1 B-C 148

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：35ha　　世帯数：225世帯　　重要公共施設：4施設　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県村山市

事業名
（箇所名）

大沢川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

新規

15



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
大沢川流域
大規模特定砂防等事業

おおさわがわ

大沢川流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

16



事業名
（箇所名）

生僧入沢流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山形県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 山形県長井市

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　五十川地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減し、流域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：137ha　　世帯数：21世帯　　　主要交通機関：市道（避難経路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

8.4 B/C 2.1 B-C 4.4

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家21戸、神社、市道（避難経路）への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

9.1

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.1 ～ 2.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）

C:総費用(億円) 4.0

新規

17



【凡例】

：事業箇所

位置図

山形県
生僧入沢流域
大規模特定砂防等事業

しょうずいりさわ

生僧入沢流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

18



事業名
（箇所名）

宇多川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福島県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福島県相馬市

総事業費
（億円）

6.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・令和元年１０月の東日本台風等の大雨により、県内各地で大量の土砂等が流出し、洪水氾濫が発生した。当該流域の渓流内には、不安定土
砂や流木が未だ堆積している状況にあり、今後の豪雨等により流出し、再び土砂・洪水氾濫を引き起こすおそれがある。

＜達成すべき目標＞
・当該流域において降雨等により発生するおそれのある土砂・洪水氾濫に対して必要な砂防施設の整備を行い、人命及び資産等を保全し、流
域全体の安全・安心の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂・洪水氾濫による被害の軽減
・施策目標：土砂・洪水氾濫の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

人家戸数：398戸　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

29

事業の効
果等

当該事業で砂防堰堤工を施工することにより、人命及び資産等を保全し、流域全体の安全・安心の向上が図られる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.0 ～ 3.6）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.2 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.9 ～ 3.6）

C:総費用(億円) 9.0 B/C 3.3 B-C 20

新規
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宇多川流域
大規模特定砂防等事業

うたがわ

宇多川流域大規模特定砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

宇多川

【凡例】
●：事業箇所
：砂防堰堤計画地

20



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模による土石流等について、人家12戸、町道、公共施設等（南会津消防団第2支団、第1分団第1支部
の建物、木賊生活改善センター）、木賊温泉の岩風呂への土砂流出被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.3

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.2 ～ 1.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.1 ～ 1.2）

C:総費用(億円) 11
B:総便益
(億円)

12

総事業費
（億円）

9.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・西根川流域は、一級河川阿賀野川へ注ぐ流域面積A=60.5km2の流域であり、3つの土石流危険渓流(糸沢、ナガオロシ沢、上ノ山沢）を有す
る。西根川中流域に位置する木賊温泉(岩風呂)は、梅雨時期の降雨により、上流からの流失土砂によって土砂埋没する被害が近年相次いで
確認されている。土砂災害による人的被害の履歴は無いものの、本事業では土石流捕捉工である砂防堰堤を西根川本川に2基整備するほか、
施設未整備の土石流危険渓流2渓流に対し透過型砂防堰堤を各1基配置することで、土砂災害対策を進めるものである。

＜達成すべき目標＞
　・降雨が発生した際に、人家12戸のほか、道路、公共施設等への直接的な被害･防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、
土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 1.2 B-C 1.8

便益の主
な根拠

人家：12戸　重要公共施設：2施設　主要交通機関：町道宮里線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福島県南会津郡南会津町宮里地内

事業名
（箇所名）

西根川流域大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福島県

新規
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西根川流域大規模特定砂防等事業 位置図

位置図

福島県
西根川流域
大規模特定砂防等事業

にしね

西根川

【凡例】
●：事業箇所

砂防堰堤計画地

【凡例】
砂防事業箇所
西根川
町道
国道352号
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事業名
（箇所名）

下西ノ沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

群馬県
担当課長名 國友 優

実施箇所 群馬県利根郡みなかみ町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

C:総費用(億円) 4.5 B/C 3.3

総事業費
（億円）

3.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流は、一級河川利根川に流下する流域面積A=0.052km2の土石流危険渓流であり、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域に指定されている。
・渓流内は不安定土砂の堆積や倒木が確認され、今後の出水により土石流が発生するおそれがあり、下流域に存在する人家13戸、みなかみ町
地域防災計画に基づく避難所（水上農林業業者等健康増進施設）及び県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害が懸念される。
・以上の理由により、平成29年度より防災・安全交付金において砂防事業を実施している。
・このため、道路事業（斜面対策等）と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り計画的・集中的な事前防災対策として砂防堰堤の
整備を行う。

＜達成すべき目標＞
　土石流対策施設の整備を行い、人家13戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（水上農林業業者等健康増進施設）、県道水上片
品線（第3次緊急輸送道路）等への直接的な被害を軽減・防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.7ha　　人家：13戸　　重要公共施設：水上農林業業者等健康増進施設（避難所）　主要交通機関：県道水上片品線（第3次緊急輸
送道路）、町道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家13戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（水上農林
業業者等健康増進施設）、県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害を軽減・防止する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 11
EIRR
（％）

16

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.1 ～ 3.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.3 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.2 ～ 3.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図 群馬県 下西ノ沢
事業間連携砂防等事業

しもにしのさわ

下西ノ沢事業間連携砂防等事業 位置図

伊勢崎市
玉村町

板倉町
館林市

邑楽町

太田市

大泉町

千代田町
明和町

南牧村

富岡市

藤岡市

神流町

上野村

下仁田町

甘楽町

吉岡町

渋川市 桐生市

桐生市

安中市

前橋市

みどり市

高崎市

榛東村

嬬恋村

高山
村

中之条町

東吾妻町長野原町

みなかみ町

沼田市

川場村

昭和村

片品村

草津町

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

大芦沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

群馬県
担当課長名 國友 優

実施箇所 群馬県利根郡みなかみ町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

C:総費用(億円) 4.2 B/C 2.4

総事業費
（億円）

2.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流は、一級河川利根川に流下する流域面積A=0.184km2の土石流危険渓流であり、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域に指定されている。
・渓流内は不安定土砂の堆積や倒木が確認され、今後の出水により土石流が発生するおそれがあり、下流域に存在する人家9戸、みなかみ町地
域防災計画に基づく避難所（板東会館）及び県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害が懸念される。
・以上の理由により、平成29年度より防災・安全交付金において砂防事業を実施している。
・このため、道路事業（斜面対策等）と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り計画的・集中的な事前防災対策として砂防堰堤の
整備を行う。

＜達成すべき目標＞
　土石流対策施設の整備を行い、人家9戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（板東会館）、県道水上片品線（第3次緊急輸送道
路）等への直接的な被害を軽減・防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.9ha　　人家：9戸　　重要公共施設：板東会館（避難所）　主要交通機関：県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）、町道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家9戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（板東会
館）、県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害を軽減・防止する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 5.7
EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.4 ～ 2.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.9

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図 群馬県 大芦沢
事業間連携砂防等事業

おおあしざわ

大芦沢事業間連携砂防等事業 位置図

伊勢崎市
玉村町

板倉町
館林市

邑楽町

太田市

大泉町

千代田町
明和町

南牧村

富岡市

藤岡市

神流町

上野村

下仁田町

甘楽町

吉岡町

渋川市 桐生市

桐生市

安中市

前橋市

みどり市

高崎市

榛東村

嬬恋村

高山
村

中之条町

東吾妻町長野原町

みなかみ町

沼田市

川場村

昭和村

片品村

草津町

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

平出沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

群馬県
担当課長名 國友 優

実施箇所 群馬県利根郡みなかみ町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

C:総費用(億円) 4.8 B/C 2.7

総事業費
（億円）

3.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流は、一級河川利根川に流下する流域面積A=0.17km2の土石流危険渓流であり、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域に指定されている。
・渓流内は不安定土砂の堆積や倒木が確認され、今後の出水により土石流が発生するおそれがあり、下流域に存在する人家15戸、みなかみ町
地域防災計画に基づく避難所（平出会館）及び県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害が懸念される。
・以上の理由により、平成29年度より防災・安全交付金において砂防事業を実施している。
・このため、道路事業（斜面対策等）と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り計画的・集中的な事前防災対策として砂防堰堤の
整備を行う。

＜達成すべき目標＞
　土石流対策施設の整備を行い、人家15戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（平出会館）、県道水上片品線（第3次緊急輸送道
路）等への直接的な被害を軽減・防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：8.2ha　　人家：15戸　　重要公共施設：平出会館（避難所）　主要交通機関：県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）、町道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家15戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所（平出会
館）、県道水上片品線（第3次緊急輸送道路）等への被害を軽減・防止する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 8.2
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.7 ～ 3.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.7 ～ 2.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.7 ～ 3.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図 群馬県 平出沢
事業間連携砂防等事業

ひらいでさわ

平出沢事業間連携砂防等事業 位置図

伊勢崎市
玉村町

板倉町
館林市

邑楽町

太田市

大泉町

千代田町
明和町

南牧村

富岡市

藤岡市

神流町

上野村

下仁田町

甘楽町

吉岡町

渋川市 桐生市

桐生市

安中市

前橋市

みどり市

高崎市

榛東村

嬬恋村

高山
村

中之条町

東吾妻町長野原町

みなかみ町

沼田市

川場村

昭和村

片品村

草津町

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、がけ崩れについて、人家6戸のほか、みなかみ町地域防災計画に基づく避難所(阿能川会館)、県道相俣湯原線
への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 6.4
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 3.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.0 ～ 3.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.9 ～ 3.1）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.6 C:総費用(億円) 3.2 B/C 3.0

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地区は、面積A=1.1haの急傾斜地崩壊危険区域であり、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域に指定されている。
・斜面上に亀裂の入った露岩や浮石が多数存在し、土砂災害が発生する恐れがあることから、H30年度より急傾斜地崩壊対策事業を実施してい
る。
・がけ崩れにより、人家6戸のほか、みなかみ町地域防災計画に記載のある避難所(阿能川会館)、消防施設、県道相俣湯原線への被害が懸念さ
れる。
・このため、道路事業（斜面対策等）と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り計画的・集中的な事前防災対策として急傾斜地崩
壊対策施設の整備を行う。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際、がけ崩れの発生する可能性が高い地区において集中的な対策施設の整備を行い、上記保全対象への直接的な被害を軽減
または防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：6戸　　重要公共施設：阿能川会館(避難所)　　主要交通機関：県道相俣湯原線　等

実施箇所 群馬県利根郡みなかみ町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

崩壊土砂防護柵工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

阿能川地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

群馬県
担当課長名 國友 優

新規

29



【凡例】
●：事業箇所

位置図 群馬県 阿能川地区
事業間連携砂防等事業

あのうがわ

阿能川地区事業間連携砂防等事業 位置図

伊勢崎市
玉村町

板倉町
館林市

邑楽町

太田市

大泉町

千代田町
明和町

南牧村

富岡市

藤岡市

神流町

上野村

下仁田町

甘楽町

吉岡町

渋川市 桐生市

桐生市

安中市

前橋市

みどり市

高崎市

榛東村

嬬恋村

高山
村

中之条町

東吾妻町長野原町

みなかみ町

沼田市

川場村

昭和村

片品村

草津町

急傾斜地崩壊
対策事業計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、がけ崩れについて、人家1戸のほか、片品村地域防災計画に基づく避難所(細工屋集会所)、国道401号(第3次緊
急輸送道路)への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 1.2
EIRR
（％）

6.2

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.4 ～ 1.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

4.0 C:総費用(億円) 2.8 B/C 1.4

総事業費
（億円）

1.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地区は、面積A=0.7haの急傾斜地崩壊危険区域であり、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域に指定されている。
・斜面の荒廃が著しく進行し、土砂災害が発生する恐れがあることから、R3年度より急傾斜地崩壊対策事業を実施している。
・がけ崩れにより、人家1戸のほか、片品村地域防災計画に記載のある避難所(細工屋集会所)、消防施設、国道401号(第3次緊急輸送道路)への
被害が懸念される。
・このため、道路事業（斜面対策等）と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り計画的・集中的な事前防災対策として急傾斜地崩
壊対策施設の整備を行う。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際、がけ崩れの発生する可能性が高い地区において集中的な対策施設の整備を行い、上記保全対象への直接的な被害を軽減
または防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：1戸　　重要公共施設：細工屋集会所(避難所)　　主要交通機関：国道401号(第3次緊急輸送道路)　等

実施箇所 群馬県利根郡片品村
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

崩壊土砂防護柵工、吹付法枠工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

細工屋２地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

群馬県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図 群馬県 細工屋２地区
事業間連携砂防等事業

さいくや

細工屋２地区事業間連携砂防等事業 位置図

伊勢崎市
玉村町

板倉町
館林市

邑楽町

太田市

大泉町

千代田町
明和町

南牧村

富岡市

藤岡市

神流町

上野村

下仁田町

甘楽町

吉岡町

渋川市 桐生市

桐生市

安中市

前橋市

みどり市

高崎市

榛東村

嬬恋村

高山
村

中之条町

東吾妻町長野原町

みなかみ町

沼田市

川場村

昭和村

片品村

草津町

急傾斜地崩壊対
策事業計画地
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事業名
（箇所名）

宇津木沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

埼玉県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

担当課長名 國友 優

実施箇所 埼玉県本庄市

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該渓流は土砂災害警戒区域等に指定されており、過去の被災履歴は無いが、多量の不安定土砂が堆積し、土石流発生のリスクが高い。
・土石流が発生した際には、人家１０戸、県道秩父児玉線、市道などの被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　土石流が発生した際には人家１０戸だけでなく県道秩父児玉線や市道の被害が懸念されることから、道路事業と連携し砂防堰堤の整備を行う
ことで被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.6ha　　人家：10戸　　事業所：3施設　主要交通機関：県道秩父児玉線、市道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.3

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家１０戸、県道秩父児玉線、市道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

16

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.6 ～ 4.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.8 ～ 3.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.5 ～ 4.2）

C:総費用(億円) 2.4 B/C 3.8 B-C 6.9

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図 宇津木沢
事業間連携砂防等事業

うつぎさわ

宇津木沢事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
一級河川 小山川

県道 秩父児玉線

本 庄 市
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れの被害から、人家1,065戸、要配慮者利用施設（幼稚園・保育園）、国道75
ｍ、県道110ｍ等を保全するとともに、　立地適正化計画において指定された居住誘導区域への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 935
EIRR
（％）

71

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（14.8 ～ 16.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（15.5 ～ 15.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（14.0 ～ 17.1）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

999 C:総費用(億円) 64 B/C 15.6

総事業費
（億円）

35

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・横須賀市は、起伏の多い丘陵・山地という地形的特徴を持ち、市内のいたる場所に急傾斜地が広く分布している。
・その地質は、雨などで脆弱化しやすいため、崩壊が発生した場合、多大な被害が想定されることから、地域住民より早期の事業着手が望まれ
ている。
・さらに、居住誘導を図る区域であるにもかかわらず、土砂災害リスクを抱えていることから、まちづくりと連携しながら、地域の安全・安心の確
保を図るため、対策施設の整備を実施するものである。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際、崩壊の可能性が高い急傾斜地に対策施設を整備することで、人命及び資産等を保全するとともに、立地適正化計画にお
いて指定された居住誘導区域への被害を軽減させ、まちづくり事業と連携した土砂災害対策を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：1,065戸　　要配慮者利用施設：2施設　　主要交通機関：国道 75ｍ、県道110ｍ、市道2,527ｍ　等

実施箇所 神奈川県横須賀市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

法枠工、擁壁工、コンクリート張工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

横須賀市まちづくり連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

神奈川県
担当課長名 國友 優

新規
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横須賀市まちづくり連携砂防等事業 位置図

位置図

神奈川県

① 岩戸３丁目Ａ
② 大滝町
③ 佐原１丁目Ｃ
④ 佐野町Ｃ
⑤ 秋谷２丁目Ｂ
⑥ 不入斗町１丁目Ａ
⑦ 大津町３丁目Ｂ
⑧ 鴨居２丁目Ｅ
⑨ 公郷町５丁目Ｂ
⑩ 西浦賀町５丁目Ｂ
⑪ 吉倉町１丁目Ｃ
⑫ 公郷町４丁目Ｂ
⑬ 小矢部３丁目Ａ
⑭ 吉倉町１丁目Ｂ
⑮ 吉倉町

⑯ 浦賀町５丁目Ａ
⑰ 久比里１丁目Ａ
⑱ 長井６丁目Ｃ
⑲ 長井５丁目Ｂ
⑳ 浦賀丘２丁目Ａ
㉑ 久比里２丁目Ｃ
㉒ 池田町５丁目Ｃ
㉓ 金谷２丁目Ａ
㉔ 鴨居２丁目Ａ
㉕ 浦上台４丁目Ａ
㉖ 岩戸１丁目Ａ
㉗ 長浦町２丁目Ｂ
㉘ 浦郷町２丁目Ｂ
㉙ 追浜町２丁目Ｂ

横須賀市
まちづくり連携砂防等事業

よこすかし

36



事業名
（箇所名）

乙吉川大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

新潟県
担当課長名 國友　優

実施箇所 新潟県長岡市乙吉町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

総事業費
（億円）

5.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流に土砂堆積がみられ、今後の降雨等に起因する土石流により、人家や国道351号（緊急輸送道路）、県道等に甚大な被害
が発生するおそれがあり、地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・当該地区において降雨により下流へ流出する土石流について砂防堰堤の整備を行い、人家、国道351号（緊急輸送道路）および県道等への
被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

令和4年度
B:総便益
(億円)

11

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.2 ～ 1.4）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.3 ～ 1.3）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.2 ～ 1.4）

C:総費用(億円) 8.6 B/C 1.3 B-C 2.5

便益の主
な根拠

人家：77戸　重要公共施設：1施設　主要交通機関：国道351号(緊急輸送道路)、県道　　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①土石流被害について、人家77戸、国道351号（緊急輸送路）、県道等の被害が軽減される。
②国道351号（緊急輸送路）が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減することができる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.4

新規
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乙吉川

乙吉川

大規模特定砂防等事業

乙吉川大規模特定砂防等事業 位置図

位置図

新潟県

おとよしがわ
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担当課長名 國友　優

事業名
（箇所名）

筒石川流域事業間連携砂防等事業

令和4年度

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

新潟県

実施箇所 新潟県糸魚川市筒石
評価
年度

令和8年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流に土砂堆積がみられ、今後の降雨等に起因する土石流により、人家や国道8号（緊急輸送道路）等に甚大な被害が発生
するおそれがあり、地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・当該地区において降雨により下流へ流出する土石流について道路事業と連携して対策施設の整備を行い、人家、国道8号（緊急輸送道路）等
への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

令和4年度
B:総便益
(億円)

24

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.6）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.5 ～ 2.5）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.8）

C:総費用(億円) 9.4 B/C 2.5 B-C 15

便益の主
な根拠

人家：70戸　重要公共施設：1施設　主要交通機関：国道８号(緊急輸送道路)　　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①土石流被害について、人家70戸、国道8号（緊急輸送路）等の被害が軽減される。
②国道8号（緊急輸送路）が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減することができる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

11

新規
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筒石川

筒石川流域

事業間連携砂防等事業

筒石川流域事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

新潟県
つついしがわ
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、計画規模の豪雨による土石流について、人家21戸、主要地方道小松鳥越鶴来線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 9.9
EIRR
（％）

9.5

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.6）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.3）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.1 ～ 2.6）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

16 C:総費用(億円) 6.1 B/C 2.6

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として主要地方道小松鳥越鶴来線があり、人的被害や主要地方道小松鳥越鶴来線の寸断による地域生活等や経済
への影響が懸念される。
・事業区域の渓流は荒廃がすすんでいる。

＜達成すべき目標＞
・当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整
備を行い、保全対象への直接的な被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定被害区域面積：14ha　　世帯数：21世帯　　主要交通機関：主要地方道小松鳥越鶴来線400ｍ　等

実施箇所 石川県白山市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

河合大谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名 國友 優

新規
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河合大谷事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

（主）小松鳥越鶴来線

位置図

石川県
輪島市

河合大谷

事業間連携砂防等事業

かわいおおたに

【凡例】

●：事業箇所
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、計画規模の豪雨による土石流について、人家9戸、主要地方道小松鳥越鶴来線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 3.7
EIRR
（％）

6.6

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.5 ～ 1.7）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.5 ～ 1.6）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.4 ～ 1.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

10 C:総費用(億円) 6.3 B/C 1.6

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として主要地方道小松鳥越鶴来線があり、人的被害や主要地方道小松鳥越鶴来線の寸断による地域生活等や経済
への影響が懸念される。
・事業区域の渓流は荒廃がすすんでいる。

＜達成すべき目標＞
・当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整
備を行い、保全対象への直接的な被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定被害区域面積：8.3ha　　世帯数：9世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：主要地方道小松鳥越鶴来線288ｍ　等

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

瀬木野事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県白山市
評価
年度

令和4年度

新規
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瀬木野事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

（主）小松鳥越鶴来線

位置図

石川県
輪島市

瀬木野

事業間連携砂防等事業

せぎの

【凡例】

●：事業箇所
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事業採択 令和5年度

事業名
（箇所名）

畑外谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名 國友 優

実施箇所 石川県七尾市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

完了 令和9年度

C:総費用(億円) 2.0 B/C

総事業費
（億円）

2.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として一般県道田尻祖母浦半浦線があり、人的被害や一般県道田尻祖母浦半浦線の寸断による地域生活等や経済
への影響が懸念される。
・事業区域の渓流は荒廃がすすんでいる。

＜達成すべき目標＞
・当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整
備を行い、保全対象への直接的な被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定被害区域面積：1.0ha　　世帯数：11世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：一般県道田尻祖母浦半浦線110ｍ　等

8.8

事業期間

事業の効
果等

当該事業を実施することにより、計画規模の豪雨による土石流について、人家11戸、一般県道田尻祖母浦半浦線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 6.8
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.0～ 4.7）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.3 ～ 4.3）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.9 ～ 4.7）

4.3

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

新規
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畑外谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

（一）田尻祖母浦半浦線

位置図

石川県
輪島市

畑外谷川

事業間連携砂防等事業

はたそとだにがわ

【凡例】

●：事業箇所
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家18戸、県道瓜生能瀬線などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 14
EIRR
（％）

22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.6 ～ 8.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（7.3 ～ 7.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（6.6 ～ 7.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

16 C:総費用(億円) 2.2 B/C 7.3

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家18戸、県道瓜生能瀬線、砂防指定地の瓜生川などが存在する。
・本地区は平成5年に対策工事を完了したが、令和3年に道路の沈下や横断水路の傾倒といった、地すべりの兆候が確認されている。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、瓜生地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携して地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、瓜生地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：70ha　　世帯数：18世帯　　主要交通機関：一般県道瓜生能瀬線　等

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

瓜生事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県河北郡津幡町瓜生
評価
年度

令和4年度

新規
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瓜生事業間連携砂防等事業 位置図

瓜生

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
瓜生

事業間連携砂防等事業

うりゅう

国道４７１号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家15戸、国道415号（第二次緊急輸送道路）などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 11
EIRR
（％）

18

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.3 ～ 7.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（6.7 ～ 6.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（6.1 ～ 7.1）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13 C:総費用(億円) 2.0 B/C 6.7

総事業費
（億円）

1.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家15戸、国道415号（第二次緊急輸送道路）などが存在する。
・本地区は平成30年に斜面の小崩壊が発生するといった、地すべりの兆候が確認されている。
・地すべりにより、人的被害や国道415号の寸断による地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携した地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、神子原地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：124ha　　世帯数：15世帯　　主要交通機関：国道415号　等

主な事業
の諸元

抑止杭工、横ボーリング工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

神子原事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県羽咋市神子原町
評価
年度

令和4年度

新規
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神子原事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
神子原

事業間連携砂防等事業

みこはら

神子原

国道４１５号
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事業採択 令和5年度

事業名
（箇所名）

和田事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名 國友 優

実施箇所 石川県輪島市門前町和田
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工

完了 令和9年度

C:総費用(億円) 3.6 B/C

総事業費
（億円）

3.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家20戸、国道249号（第一次緊急輸送道路）、二級河川八ヶ川などが存在する。
・本地区は平成11年に対策工事を完了したが、令和2年に道路や人家基礎部の亀裂が発生するといった、地すべりの兆候が確認されている。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、和田地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・河川事業と連携して地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、和田地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：23ha　　世帯数：20世帯　　主要交通機関：国道249号　等

16

事業期間

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家20戸、国道249号（第一次緊急輸送道路）、二級河川八ヶ川などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 12
EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.0 ～ 4.8）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.4 ～ 4.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.0 ～ 4.8）

4.4

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

新規
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和田事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
和田

事業間連携砂防等事業

わだ

和田

国道２４９号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家23戸、県道鈴ヶ嶺矢波線などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 13
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.7 ～ 4.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.9 ～ 3.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.5 ～ 4.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

18 C:総費用(億円) 4.6 B/C 3.9

総事業費
（億円）

2.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家23戸、県道鈴ヶ嶺矢波線、砂防指定地のタニ谷内川などが存在する。
・本地区は平成26年に斜面の小崩壊や擁壁に亀裂が発生するといった、地すべりの兆候が確認されている。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、鈴ヶ嶺地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・砂防事業と連携して地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、鈴ヶ嶺地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：11ha　　世帯数：23世帯　　主要交通機関：一般県道鈴ヶ嶺矢波線　等

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

鈴ヶ嶺事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県鳳珠郡能登町鈴ヶ嶺
評価
年度

令和4年度

新規
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鈴ヶ嶺事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
鈴ヶ嶺

事業間連携砂防等事業

すずがみね

鈴ヶ嶺

（一）鈴ヶ嶺矢波線
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家16戸、国道249号（第二次緊急輸送道路）などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 7.7
EIRR
（％）

8.9

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.1 ～ 2.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.0 ～ 2.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

14 C:総費用(億円) 6.3 B/C 2.3

総事業費
（億円）

7.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家16戸、国道249号（第二次緊急輸送道路）などが存在する。
・本地区は昭和42年に対策工事を完了したが、令和3年に斜面の小崩壊や道路に亀裂が発生するといった、地すべりの兆候が確認されてい
る。
・地すべりにより、人的被害や国道249号の寸断による地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携した地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、長橋地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：26ha　　世帯数：16世帯　　主要交通機関：国道249号　等

主な事業
の諸元

集水井工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

長橋事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県珠洲市長橋町
評価
年度

令和4年度

新規
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長橋事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
長橋

事業間連携砂防等事業

ながはし

長橋

国道２４９号
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事業採択 令和5年度

事業名
（箇所名）

南山事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名 國友 優

実施箇所 石川県珠洲市若山町南山
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工

完了 令和9年度

C:総費用(億円) 4.1 B/C

総事業費
（億円）

4.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本地区は人家11戸、市道、砂防指定地の藤六谷川などが存在する。
・本地区は昭和47年に対策工事を完了したが、令和3年に斜面の小崩壊や道路に亀裂が発生するといった、地すべりの兆候が確認されてい
る。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、南山地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・砂防事業と連携して地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、南山地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：45ha　　世帯数：11世帯　　主要交通機関：市道　等

9.6

事業期間

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家11戸、市道などが保全される。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 5.5
EIRR
（％）

9.3

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.1 ～ 2.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.4 ～ 2.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.1 ～ 2.6）

2.4

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

新規
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南山事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図

石川県
南山

事業間連携砂防等事業

みなみやま

南山
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の豪雨によるがけ崩れによる被害について、被害が想定される人家が８戸から０戸に、流出土砂に
より影響を受ける可能性のある主要地方道輪島山田線の延長が290mから70mに軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
土砂災害対策連絡会の川村教授より、令和5年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 4.3
EIRR
（％）

8.1

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.1 ～ 2.3）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.2 ～ 2.2）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.0 ～ 2.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

8.0 C:総費用(億円) 3.7 B/C 2.2

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、崩積土等が堆積しており、崩れやすい状態である。
・土砂崩落による人的被害が懸念され、避難路である主要地方道輪島山田線が寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大
きい。

＜達成すべき目標＞
・能登町において降雨が発生した際に、がけ崩れの発生する可能性が高い斜面において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的
な被害・防止を軽減するとともに、県道に流出する土砂量を低減し、円滑な交通の確保を図る。
・道路事業と連携した急傾斜地崩壊対策事業を実施し、斜面の安定化を図ることにより、鮭尾地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定被害区域面積：3.6ha　　世帯数：8世帯　　主要交通機関：主要地方道輪島山田線220ｍ　等

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

鮭尾事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

石川県
担当課長名

実施箇所 石川県鳳珠郡能登町
評価
年度

令和4年度

新規
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鮭尾事業間連携砂防等事業 位置図

鮭尾
さけお

宇出津港

（主）輪島山田線

位置図

石川県
能登町

鮭尾

事業間連携砂防等事業

さけお

【凡例】
●：事業箇所
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事業名
（箇所名）

隠居谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県関市板取

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である県道 白鳥板取線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である隠居谷において、砂防堰堤の整備を行い、県道 白鳥板取線災害防
除事業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響
を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.0ha　　世帯数：14世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道 白鳥板取線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.1

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家14戸、県道 白鳥板取線、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 9.8

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.7）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.5 ～ 2.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.7）

C:総費用(億円) 3.7 B/C 2.5 B-C 5.4

新規
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家38戸、国道256線、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（7.1 ～ 8.6）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（7.8 ～ 7.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（7.4 ～ 8.1）

C:総費用(億円) 4.3 B/C 7.8 B-C 29

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：24ha　　世帯数：38世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道256線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

33

総事業費
（億円）

4.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である国道256線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である高見谷1・2において、砂防堰堤の整備を行い、国道256線災害防除
事業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響を
軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県関市洞戸高見

事業名
（箇所名）

高見谷1・2事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

新規
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家92戸、国道472線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 35

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（15.6 ～ 18.6）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（16.9 ～ 17.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（15.8 ～ 18.2）

C:総費用(億円) 4.5 B/C 17.0 B-C 72

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.6ha　　世帯数：92世帯　　主要交通機関：国道472線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

76

総事業費
（億円）

4.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である国道472線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である小瀬ヶ洞において、砂防堰堤の整備を行い、国道472線災害防除事
業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響を軽
減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県郡上市八幡町小野

事業名
（箇所名）

小瀬ヶ洞事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

新規
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事業名
（箇所名）

寺洞川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県恵那市笠置町河合

総事業費
（億円）

1.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の県道 恵那白川線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である寺洞川において、砂防堰堤の整備を行い、県道 恵那白川線災害防
除事業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響を軽減す
る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：51ha　　世帯数：11世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道 恵那白川線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

17

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家11戸、県道 恵那白川線、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 17

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.2 ～ 3.4）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.3 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.1 ～ 3.5）

C:総費用(億円) 5.0 B/C 3.3 B-C 12

新規
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事業名
（箇所名）

中野谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県下呂市門和佐

総事業費
（億円）

1.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である県道下呂白川線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である中野谷において、砂防堰堤の整備を行い、県道下呂白川線災害防
除事業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響
を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：18ha　　世帯数：4世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道下呂白川線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

21

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家4戸、県道下呂白川線、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 50

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（9.2 ～ 10.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（9.7 ～ 9.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（9.0 ～ 10.5）

C:総費用(億円) 2.1 B/C 9.8 B-C 19

新規
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事業名
（箇所名）

はつや洞事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県高山市清見町牧ヶ洞

総事業費
（億円）

2.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である国道158号や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流であるはつや洞において、砂防堰堤の整備を行い、国道158号災害防除事
業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響を軽
減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：8.8ha　　世帯数：13世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道158号、中部縦貫自動車道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

14

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家13戸、国道158号、避難所、高速道路等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 16

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.5 ～ 3.9）
残工期　　　 （－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.6 ～ 3.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.4 ～ 3.9）

C:総費用(億円) 3.9 B/C 3.7 B-C 10

新規
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家228戸、国道158号線、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 114

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（43.3 ～ 51.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（46.8 ～ 47.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（43.6 ～ 50.1）

C:総費用(億円) 4.4 B/C 46.9 B-C 203

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：49ha　　世帯数：228世帯　　重要公共施設：4施設　要配慮者利用施設：6施設　主要交通機関：国道158号線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

207

総事業費
（億円）

4.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により、渓岸侵食が進み、渓流に不安定土砂が堆積している。
・土石流の発生により、下流の緊急輸送道路である国道158号線や人家等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流である六郎洞1・2において、砂防堰堤の整備を行い、国道158号線災害防
除事業と連携することで、人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に与える間接的な影響
を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県高山市新宮町

事業名
（箇所名）

六郎洞1・2事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

新規
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事業名
（箇所名）

東津汲2事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工、法面工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県揖斐郡揖斐川町

総事業費
（億円）

2.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・がけ崩れの発生により、揖斐川町春日地区の避難所や防災拠点等の公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　東津汲２地区において降雨が発生した際に、がけ崩れの発生する可能性が高い区間において集中的な対策施設の整備を行い、国道303号災害
防除事業と連携することで、保全対象への直接的な被害・防止を軽減するとともに緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に間接的な影響を軽
減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

人家10戸、事業所2施設、重要公共施設１施設、国道130m、町道200m　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

19

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れについて、要配慮者利用施設、防災拠点、国道303号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 12

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.0 ～ 4.9）
残工期　　　 （+10％ ～ -10％）　B/C（4.2 ～ 4.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.1 ～ 4.7）

C:総費用(億円) 4.2 B/C 4.4 B-C 14

新規
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事業名
（箇所名）

高橋西事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岐阜県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工、法面工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岐阜県揖斐郡揖斐川町

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・がけ崩れの発生により、揖斐川町春日地区の避難所や防災拠点等の公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　高橋西地区において降雨が発生した際に、がけ崩れの発生する可能性が高い区間において集中的な対策施設の整備を行い、主要地方道春日
揖斐川線災害防除事業と連携することで、保全対象への直接的な被害・防止を軽減するとともに緊急輸送道路の寸断による地域社会、経済に間
接的な影響を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

便益の主
な根拠

重要公共施設　2施設　　県道：100m　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.8

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れについて、避難所、防災拠点、主要地方道春日揖斐川線等への被害を軽減す
る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岐阜大学木村教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見を頂いた。

EIRR（％） 10

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.8）
残工期　　　 （-10％ ～ +10％）　B/C（2.5 ～ 2.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.8）

C:総費用(億円) 2.3 B/C 2.5 B-C 3.6

新規
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 地すべり被害について、被害が想定される人家が10戸から0戸に軽減する。
② 地すべり被害について、被害が想定される二級河川西之谷川を保全する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
静岡大学今泉教授より令和5年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

B-C 4.3
EIRR
（％）

9.7

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.2～ 2.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.4 ～ 2.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

7.2 C:総費用(億円) 2.9 B/C 2.5

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　中西之谷地区は、静岡県掛川市北部に位置し、保全対象として人家10戸のほか二級河川西之谷川を含む地すべり地である。
　掛川市北部周辺では、地すべりの発生により指定した地すべり防止区域が8箇所と集中しており、地質が脆弱であることから、集中豪雨等によ
る地すべり性変動の危険性が高い。
　このことから、河川改良事業と連携し、早急に地すべり防止対策を実施する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・地すべり防止対策事業を実施し、防止施設を整備することにより、中西之谷地区の人命、資産等を保全するほか、二級河川西之谷川の保全
を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：10世帯　等

実施箇所 静岡県掛川市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

主要施設：横ボーリング工、集水井工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

中西之谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

静岡県

担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

中西之谷
事業間連携砂防等事業

なかにしのや

中西之谷事業間連携砂防等事業 位置図

静岡県

二級河川西之谷川

地すべり対策事業
計画地（中西之谷）

準用河川西之谷川
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家3戸、国道306号への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

6.9

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.7 ～ 1.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.7 ～ 1.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.7 ～ 1.7）

C:総費用(億円) 6.1 B/C 1.7 B-C 3.9

便益の主
な根拠

世帯数：3世帯　主要交通機関：国道306号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

10

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・冷川の背後地は、近年荒廃が進んでいる急峻な地形で、土石流災害発生の恐れがある。出水期による土砂災害の危険性も高く、近年の台風
等に伴う豪雨により、下流に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことにより、道路防災関係事業と連携し、土石流対策を行う必要がある。

＜達成すべき目標＞
　いなべ市藤原町の員弁川水系冷川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対
策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽
減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 三重県いなべ市藤原町

事業名
（箇所名）

冷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

三重県

新規
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冷川事業間連携砂防等事業

位置図

【凡例】
●：事業箇所

三重県

ひえかわ

冷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

西之貝戸川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

三重県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 三重県いなべ市藤原町

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・西之貝戸川の背後地は、近年荒廃が進んでいる急峻な地形で、土石流災害発生の恐れがある。出水期による土砂災害の危険性も高く、近年
の台風等に伴う豪雨により、下流に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことにより、道路防災関係事業と連携し、土石流対策を行う必要があ
る。

＜達成すべき目標＞
　いなべ市藤原町の員弁川水系西之貝戸川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中
的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被
害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

便益の主
な根拠

世帯数：109世帯　重要公共施設：4施設　主要交通機関：県道篠立下野尻線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

18 B/C 1.4 B-C 5.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家109戸、県道篠立下野尻線への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.8

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）

C:総費用(億円) 13

新規
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西之貝戸川事業間連携砂防等事業
位置図

【凡例】
●：事業箇所

三重県 にしのかいと

西之貝戸川事業間連携砂防等事業 位置図

西之貝戸川

A=1.27km2

西藤原駅

公民館

誓願寺

えん堤工１基

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家110戸、県道四日市関線への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.5

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（13.2～ 14.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（13.2 ～14.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（13.2 ～13.2）

C:総費用(億円) 6.5
B:総便益
(億円)

86

総事業費
（億円）

6.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・八島川の背後地は、近年荒廃が進んでいる急峻な地形で、土石流災害発生の恐れがある。出水期による土砂災害の危険性も高く、近年の台
風等に伴う豪雨により、下流に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことにより、道路防災関係事業と連携し、土石流対策を行う必要がある。

＜達成すべき目標＞
　鈴鹿市西庄内町の鈴鹿川水系八島川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な
対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を
軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 13.2 B-C 80

便益の主
な根拠

世帯数：110世帯　重要公共施設：1施設　主要交通機関：県道四日市関線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 三重県鈴鹿市西庄内町

事業名
（箇所名）

八島川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

三重県

新規
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八島川事業間連携砂防等事業

位置図

【凡例】
●：事業箇所

三重県
やしま

八島川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

太田事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

三重県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

担当課長名 國友 優

実施箇所 三重県尾鷲市九鬼町

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・流域上流の流路上に直径1.0mを超える巨礫が無数に存在し、近年の土砂の崩壊・流出は認められないが、荒廃は進んでいる。今後の集中豪
雨により土石流が発生する恐れがある。このことにより、道路防災関係事業と連携し、土石流対策を行う必要がある。

＜達成すべき目標＞
　・尾鷲市九鬼町地内において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、土石流による人家、避難所、県道九鬼港線等
への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9ha　　世帯数：5世帯　　　重要公共施設：1施設      主要交通機関：県道九鬼港線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

8.2 B/C 2.3 B-C 4.7

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家5戸、地域防災計画上の避難所である旧九鬼中学校、県道九
鬼港線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

11

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.2 ～ 2.5）

C:総費用(億円) 3.5

新規
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太田事業間連携砂防等事業

位置図

【凡例】
●：事業箇所

三重県

おおた

太田事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

川上2地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

三重県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

担当課長名 國友 優

実施箇所 三重県度会郡度会町

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・急傾斜の斜面崩壊により、川上2地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。このことにより、道路防災関係事業と連携し、がけ崩れ対
策を行う必要がある。

＜達成すべき目標＞
・急傾斜地崩壊対策事業を実施し、斜面の安定化を図ることにより、川上2地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

世帯数：5世帯　重要公共施設：1施設　主要交通機関：県道度会大宮線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13 B/C 2.2 B-C 7.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れについて、人家5戸、県道度会大宮線への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.9

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.2～ 2.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.2 ～ 2.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.2 ～ 2.2）

C:総費用(億円) 6.0

新規

89



川上2地区事業間連携砂防等事業
位置図

【凡例】
●：事業箇所

三重県

かわかみ

川上2地区事業間連携砂防等事業 位置図

擁壁工計画地
全体平面図

1

2

3
4

5

擁壁工 Ｌ＝250m
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家16戸、緊急輸送道路となっている国道8号、JR北陸本線等への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
京都大学小杉教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた

B-C 12
EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.6 ～ 5.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.0 ～ 5.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.7 ～ 5.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15 C:総費用(億円) 3.1 B/C 5.0

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家16戸、緊急輸送道路となっている国道8号、JR北陸本線がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減する。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.0ha　　世帯数：16世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道8号、JR北陸本線　等

実施箇所 福井県敦賀市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

事業名
（箇所名）

綿襷谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
綿襷谷川
事業間連携砂防等事業

たすきだに

綿襷谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

国道８号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家83戸、簡易郵便局、や緊急輸送道路となっている国道162号等へ
の被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 60
EIRR
（％）

135

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（26.3 ～ 32.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（28.8 ～ 29.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（27.2 ～ 30.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

62 C:総費用(億円) 2.2 B/C 28.9

総事業費
（億円）

1.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家83戸、簡易郵便局や緊急輸送道路となっている国道162号がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.6ha　　世帯数：83世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道162号　等

実施箇所 福井県小浜市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

桂奥谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
桂奥谷川
事業間連携砂防等事業

かつらおくたに

桂奥谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地国道162号

94



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流、土砂・洪水氾濫について、人家17戸、市の防災計画に掲載された避難所（小学
校、公民館）や県道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 19
EIRR
（％）

36

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C(9.5 ～ 11.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（10.4 ～ 10.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（9.7 ～ 11.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

21 C:総費用(億円) 2.1 B/C 10.4

総事業費
（億円）

1.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家17戸、市の防災計画に掲載された避難所（小学校、公民館）や県道、二級河川南川がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　河川事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減するとともに、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を防止、軽減す
る。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.6ha　　世帯数：17世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：県道　等

実施箇所 福井県小浜市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

猪木谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
猪木谷川
事業間連携砂防等事業

いのきたに

猪木谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

二級河川
南川

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流、土砂・洪水氾濫について、人家38戸、公民館、県道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 22
EIRR
（％）

17

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C(5.1 ～ 6.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.6 ～ 5.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.3 ～ 6.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

27 C:総費用(億円) 4.8 B/C 5.7

総事業費
（億円）

6.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家38戸、県道、公民館、二級河川田村川がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　河川事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減するとともに、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を防止、軽減す
る。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.8ha　　世帯数：38世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道　等

実施箇所 福井県小浜市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

事業名
（箇所名）

岸の谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
岸の谷川
事業間連携砂防等事業

きしのたに

岸の谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

二級河川
田村川

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家19戸、市役所支所、要配慮者利用施設であるデイサービスセン
ター、市の防災計画に掲載された避難所や緊急輸送道路となっている国道158号、JR越美北線、JR九頭竜湖駅、道の駅等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
京都大学小杉教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた

B-C 25
EIRR
（％）

43

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（14.7 ～ 17.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（16.1 ～ 16.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（14.8 ～ 17.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

27 C:総費用(億円) 1.7 B/C 16.1

総事業費
（億円）

1.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家19戸、市役所支所、要配慮者利用施設であるデイサービスセンター、市の防災計画に掲載された避難所や
緊急輸送道路となっている国道158号、JR越美北線、JR九頭竜湖駅、道の駅がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減する。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.5ha　　世帯数：19世帯　　重要公共施設：5施設　　主要交通機関：国道158号、ＪＲ越美北線　等

実施箇所 福井県大野市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

事業名
（箇所名）

こたらび谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
こたらび谷川
事業間連携砂防等事業

こたらびたに

こたらび谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

国道162号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流、土砂・洪水氾濫について、人家11戸、市の防災計画に掲載された避難所や県
道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 10
EIRR
（％）

22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C(4.9 ～ 6.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.4 ～ 5.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.1 ～ 5.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13 C:総費用(億円) 2.4 B/C 5.4

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家11戸、市の防災計画に掲載された避難所や県道、一級河川鞍谷川がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　河川事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減するとともに、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を防止、軽減す
る。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.5ha　　世帯数：11世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道　等

実施箇所 福井県越前市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

横谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
横谷川
事業間連携砂防等事業

よこたに

横谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

一級河川
鞍谷川

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家15戸、市役所支所、市の防災計画に掲載された避難所や緊急輸
送道路となっている県道舞鶴野原港高浜線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 14
EIRR
（％）

28

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.4 ～ 5.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.8 ～ 4.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.6 ～ 5.1）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

17 C:総費用(億円) 3.6 B/C 4.8

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家15戸、市の防災計画に掲載された避難所や緊急輸送道路となっている県道舞鶴野原港高浜線がある。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減する。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：6.7ha　　世帯数：15世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道舞鶴野原港高浜線　等

実施箇所 福井県大飯郡高浜町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和6年度

事業名
（箇所名）

宮ノ谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
宮ノ谷川
事業間連携砂防等事業

みやのたに

宮ノ谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流、土砂・洪水氾濫について、人家12戸、県道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 8.6
EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C(4.5 ～ 5.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.9 ～ 4.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.7 ～ 5.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

11 C:総費用(億円) 2.2 B/C 4.9

総事業費
（億円）

2.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家12戸、県道、一級河川鹿蒜川がある。
・事業区域では令和4年8月に土砂災害が発生しており、県道が全面通行止めになる被害が生じた。
・事業区域の渓流は荒廃が進んでいる。

＜達成すべき目標＞
　河川事業と連携し、当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備
を行い、保全対象への直接的な被害を防止、軽減するとともに、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を防止、軽減す
る。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.4ha　　世帯数：12世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道　等

実施箇所 福井県南条郡南越前町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和８年度

事業名
（箇所名）

弥谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
弥谷川
事業間連携砂防等事業

やたにに

弥谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

一級河川
鹿蒜川

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れについて、人家28戸、県道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 20
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.7 ～ 3.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.0 ～ 3.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.9 ～ 3.1）

事業全体
の投資効
率性

令和4年度
B:総便益
(億円)

30 C:総費用(億円) 10 B/C 3.0

総事業費
（億円）

5.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・中の谷地区の斜面は、がけ高132m、勾配41°の急傾斜地であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家28戸、県道等への被害が懸念される。
　
＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、中の谷地区において降雨により崩壊する斜面について対策施設の整備を行い、斜面崩壊等による人家等への直接的な被
害を防止、軽減する。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：28世帯　　重要公共施設1施設　　主要交通機関：県道

実施箇所 福井県敦賀市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

崩壊土砂防護柵工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

中の谷地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
中の谷地区
事業間連携砂防等事業

なかのたに

中の谷地区事業間連携砂防等事業 位置図

急傾斜地崩壊
対策施設計画地

県道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨によるがけ崩れ、土砂・洪水氾濫について、人家17戸、町道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 15
EIRR
（％）

22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（8.4 ～ 10.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（9.2 ～ 9.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（8.9 ～ 9.5）

事業全体
の投資効
率性

令和4年度
B:総便益
(億円)

17 C:総費用(億円) 1.8 B/C 9.2

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・稲荷地区の斜面は、がけ高131m、勾配48°の急傾斜地であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家17戸、町道、一級河川鹿蒜川等への被害が懸念される。
　
＜達成すべき目標＞
・河川事業と連携し、稲荷地区において降雨により崩壊する斜面について対策施設の整備を行い、斜面崩壊等による人家等への直接的な被害を
防止、軽減するとともに河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を防止、軽減する。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：17世帯　　重要公共施設1施設　　主要交通機関：町道

実施箇所 福井県南条郡南越前町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工、落石防護柵工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

事業名
（箇所名）

稲荷地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福井県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

福井県
稲荷地区
事業間連携砂防等事業

いなり

稲荷地区事業間連携砂防等事業 位置図

急傾斜地崩壊
対策施設計画地

一級河川
鹿蒜川

県道
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事業名
（箇所名）

久保川支流事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

滋賀県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 滋賀県甲賀市

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域には随所に渓岸侵食に伴う崩壊地が存在し、渓床には不安定土砂が厚く堆積している。
・事業区域では降雨により土石流等が発生した場合、人家、避難所や道路に甚大な被害が生じると想定され、国道477号と大河原北土山線道
路が寸断された場合、地域生活、経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・事業区域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整
備を行い、土石流等による集落や避難所、国道477号等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.0ha　　世帯数：37世帯　　主要交通機関：国道477号、大河原北土山線道路　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

27

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家37戸、避難所、国道477号と大河原北土山線道路等への被害を
軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

24

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.4 ～ 7.8）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（6.4 ～ 7.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（6.7 ～ 7.3）

C:総費用(億円) 3.8 B/C 7.0 B-C 23

新規
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久保川支流事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

滋賀県

くぼがわしりゅう

久保川支流
事業間連携砂防等事業

【凡例】
●：事業箇所

平面図

計画堰堤1基

避難所

国道477号

県道9号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家14戸、西谷公民館、府道小坂青垣線への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 5.2
EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.6 ～ 4.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.9 ～ 3.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.8 ～ 4.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

7.0 C:総費用(億円) 1.8 B/C 3.9

総事業費
（億円）

1.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、府道、公民館の被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流の一級河川畑川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：6.3ha　　世帯数：14世帯　　重要公共施設：西谷公民館　　主要交通機関：府道小坂青垣線　等

実施箇所 京都府福知山市夜久野町西谷
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

西ノ谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
西ノ谷川 
事業間連携砂防等事業 

にしのたに 

西ノ谷川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 

福知山市 
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事業名
（箇所名）

蛙ケ谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

実施箇所 京都府京都市北区西賀茂上庄田町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 9.2 B/C 8.9

総事業費
（億円）

7.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、市道の被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において河川事業と連携した集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流の一級河川鴨川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.6ha　　世帯数：129世帯　　主要交通機関：市道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家129戸、市道への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 73
EIRR
（％）

43

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（8.5 ～ 9.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（8.9 ～ 9.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（8.5 ～ 9.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

82

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
蛙ケ谷川 
事業間連携砂防等事業 

かえるがたに 

蛙ケ谷川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 京都市 
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事業名
（箇所名）

中ノ谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

実施箇所 京都府綴喜郡宇治田原町湯屋谷
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 14 B/C 2.6

総事業費
（億円）

5.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、町道の被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において河川事業と連携した集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流の一級河川田原川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5ha　　世帯数：38世帯　　主要交通機関：町道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家38戸、町道への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 22
EIRR
（％）

12

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.4 ～ 2.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

37

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
中ノ谷川 
事業間連携砂防等事業 

なかのたに 

中ノ谷川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 
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事業名
（箇所名）

水坂川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

実施箇所 京都府福知山市夜久野町水坂
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 3.2 B/C 5.4

総事業費
（億円）

3.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、府道上夜久野停車場線、ＪＲ山陰本線の被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において道路事業と連携した集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.5ha　　世帯数：28世帯　　主要交通機関：府道上夜久野停車場線、ＪＲ山陰本線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家28戸、府道上夜久野停車場線、ＪＲ山陰本線への被害を軽減
する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 14
EIRR
（％）

29

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（5.0 ～ 5.8）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.4 ～ 5.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.1 ～ 5.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

17

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
水坂川 
事業間連携砂防等事業 

みざか 

水坂川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 

福知山市 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家51戸、府道野田川大宮線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 25
EIRR
（％）

30

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（5.6 ～ 6.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.9 ～ 6.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.7 ～ 6.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

30 C:総費用(億円) 5.0 B/C 6.0

総事業費
（億円）

3.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、府道野田川大宮線への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.4ha　　世帯数：51世帯　　主要交通機関：府道野田川大宮線　等

実施箇所 京都府与謝郡与謝野町幾地
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

平地川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
平地川 
事業間連携砂防等事業 

へいち 

平地川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 

与謝野町 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家49戸、国道178号、浄水場、診療所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 21
EIRR
（％）

25

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.2 ～ 5.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.6 ～ 4.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.3 ～ 4.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

27 C:総費用(億円) 5.9 B/C 4.6

総事業費
（億円）

5.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土石流が発生した場合、多数の人家、国道178号及び浄水場、診療所への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：16.8ha　　世帯数：49世帯　　重要公共施設：2施設（浄水場・診療所）　　主要交通機関：国道178号（緊急輸送道路）　等

実施箇所 京都府宮津市府中
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

真名井川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
真名井川 
事業間連携砂防等事業 

ま な い 

真名井川事業間連携砂防等事業 位置図 

砂防堰堤計画地 

宮津市 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、がけ崩れについて、人家34戸、志高公民館、舞鶴警察署加佐駐在所、岡田下消防団本部詰所、国道175号等
への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 35
EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.2 ～ 3.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.2 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.2 ～ 3.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

50 C:総費用(億円) 15.0 B/C 3.3

総事業費
（億円）

3.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・大雨等のがけ崩れにより多数の人家、公民館、駐在所、消防団本部、国道（避難路）への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　道路事業と連携し、降雨によるがけ崩れが発生する可能性が高い急傾斜地において集中的な対策施設の整備を行い、保全人家、公民館、駐
在所、消防団本部、国道への直接的な被害を防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：34世帯　　重要公共施設：志高公民館、舞鶴警察署加佐駐在所、岡田下消防団本部詰所　　主要交通機関：国道175号（緊急輸送道
路）　等

実施箇所 京都府舞鶴市志高
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

待ち受け式擁壁工、吹付法枠工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和９年度

事業名
（箇所名）

志高事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
志高 
事業間連携砂防等事業 

しだか 

志高事業間連携砂防等事業 位置図 

擁壁工計画地 

舞鶴市 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、がけ崩れについて、人家53戸、府道舞鶴和知線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

B-C 39
EIRR
（％）

41

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（7.5 ～ 8.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（8.2 ～ 8.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（7.9 ～ 8.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

44 C:総費用(億円) 5.4 B/C 8.2

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・大雨等のがけ崩れにより多数の人家、府道（避難路）、市道への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨によるがけ崩れが発生する可能性が高い急傾斜地において集中的な対策施設の整備を行い、保全人家、府道、市道
への直接的な被害を防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：53世帯　　主要交通機関：府道舞鶴和知線　等

実施箇所 京都府舞鶴市行永
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

崩壊土砂防護柵工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和９年度

事業名
（箇所名）

行永事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
行永 
事業間連携砂防等事業 

ゆきなが 

行永事業間連携砂防等事業 位置図 

擁壁工計画地 

舞鶴市 
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事業名
（箇所名）

三河Ⅱ事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

京都府

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

待ち受け式擁壁工

担当課長名 國友 優

実施箇所 京都府福知山市大江町三河

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・がけ崩れにより多数の人家及び府道（避難路）への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際に、がけ崩れが発生する可能性が高い急傾斜地において集中的な対策施設の整備を行い、保全人家
及び府道への直接的な被害を防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

世帯数：17世帯　　主要交通機関：府道二俣三河線（避難路）　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

19

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、がけ崩れについて、人家17戸、府道二俣三河線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和４年度第１回京都府公共事業評価に係る第三者委員会において事業継続が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 3.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.9 ～ 2.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.8 ～ 3.0）

C:総費用(億円) 6.7 B/C 2.9 B-C 13

新規
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【凡例】 
 ●：事業箇所 

位置図 

京都府 
三河Ⅱ 
事業間連携砂防等事業 

そうご 

三河Ⅱ事業間連携砂防等事業 位置図 

擁壁工計画地 

福知山市 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家23戸、府道能勢猪名川線、要配慮者利用施設1施設への被害を
軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 7.0
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 3.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.7 ～ 3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.8 ～ 3.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

11 C:総費用(億円) 3.6 B/C 3.0

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該渓流は、流域面積0.04km2の土石流危険渓流であり、渓岸の浸食が著しく、降雨時には渓床堆積物の移動が見られ、渓岸の表層崩壊も確
認され危険な状況である。
・要配慮者利用施設や能勢町地域防災計画に定められた緊急交通路の府道能勢猪名川線への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
砂防堰堤の整備を行うことにより、要配慮者利用施設の他、緊急交通路である府道能勢猪名川線を土石流被害から保全し、
道路管理者において、整備された道路防災施設を適切に管理することにより、
災害時における緊急交通路であり経済活動に不可欠な府道能勢猪名川線の交通の確保を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.2ha　　世帯数：23世帯　　要配慮者利用施設：1施設　　主要交通機関：府道能勢猪名川線　等

実施箇所 大阪府豊能郡能勢町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

事業名
（箇所名）

上杉川第一支渓事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

大阪府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

大阪府 上杉川第一支渓
事業間連携砂防等事業

うえすぎ

上杉川第一支渓事業間連携砂防等事業　位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家14戸、主要地方道豊中亀岡線、官公署、診療所、集会所への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 44
EIRR
（％）

305

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（34.1 ～ 41.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（35.0 ～ 39.8）
資産　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（33.7～ 41.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

45 C:総費用(億円) 1.2 B/C 37.4

総事業費
（億円）

1.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　渓流は荒廃しており、多くの土砂を渓床に堆積しているほか倒木等が多く確認される状況である。
　茨木市役所北摂出張所や診療所、避難路である主要地方道豊中亀岡線への被害が懸念される。
　本事業はR3年度から交付金事業として採択されており、R5年度から事業間連携砂防等事業も活用して推進していく予定である。

＜達成すべき目標＞
砂防堰堤の整備を行うことにより、要配慮者利用施設の他、避難路である主要地方道豊中亀岡線を土石流被害から保全し、
道路管理者において、整備された道路防災施設を適切に管理することにより、
災害時における緊急交通路であり経済活動に不可欠な主要地方道豊中亀岡線の交通の確保を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.7ha　　世帯数：14世帯　　重要公共施設：1施設　　要配慮者利用施設：1施設　　主要交通機関：主要地方道豊中亀岡線　等

実施箇所 大阪府茨木市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

東谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

大阪府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

大阪府 東谷
事業間連携砂防等事業

ひがしたに

東谷事業間連携砂防等事業　位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家121戸、国道170号、公民館への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 50
EIRR
（％）

79

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（13.6 ～ 16.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（13.7～ 16.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（13.4～ 16.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

54 C:総費用(億円) 3.6 B/C 14.9

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
父鬼川右第二支川は大阪府南部の和泉市に位置する流域面積0.05km2の土石流危険渓流である。
治山ダムが存在するが土砂整備率は4.9%であり、土砂災害が発生すると、大規模な範囲において住宅被害が発生、また国道170号に重大な被害
を及ぼし、地域の避難体制に大きな影響がでるおそれがある。
近隣に概ね同一の保全対象を持つ父鬼川右第一支川があり、事業間連携砂防等事業として現在事業中である。

＜達成すべき目標＞
道路事業と連携し、降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：10ha　　世帯数：121世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道170号　等

実施箇所 大阪府和泉市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

事業名
（箇所名）

父鬼川右第二支川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

大阪府
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

大阪府 父鬼川右第二支川
事業間連携砂防等事業

ちちおにがわみぎだいにしせん

父鬼川右第二支川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫、土石流について、人家27戸、県道川西篠山線、県道島川原線への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 15
EIRR
（％）

4.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.7 ～ 4.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.0 ～4.0 ）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.0 ～ 4.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

20 C:総費用(億円) 5.0 B/C 4.0

総事業費
（億円）

6.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本事業箇所では、降雨による土砂・洪水氾濫等の発生による人家や県道等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において砂防堰堤、遊砂地の整備を行い、集落等への直接的な被害を防
止するとともに、下流河川に流出する土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：27戸　主要交通機関：県道川西篠山線、県道島川原線　等

実施箇所 兵庫県川辺郡猪名川町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、遊砂地工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

事業名
（箇所名）

柏原川大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

兵庫県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

兵庫県

柏原川

大規模特定砂防等事業

かしはらがわ

柏原川大規模特定砂防等事業 位置図

遊砂地工計画地

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家11戸、県道岩屋生野線等への被害を防止する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 6.8
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.5 ～ 4.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.8 ～ 3.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.6 ～ 4.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.2 C:総費用(億円) 2.4 B/C 3.8

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本事業箇所は、土砂災害特別警戒区域等に指定されており、土石流の発生による人家や県道への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨による土石流及び流木の発生する可能性が高い本渓流において、砂防堰堤の整備を行い、下流の人家、県道等への被害を防止する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：11戸　主要交通機関：県道岩屋生野線　等

実施箇所 兵庫県神崎郡神河町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和6年度

事業名
（箇所名）

吹上谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

兵庫県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

兵庫県

吹上谷川

事業間連携砂防等事業

ふきあげたにがわ

吹上谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

足尾谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

兵庫県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 兵庫県神崎郡神河町

総事業費
（億円）

5.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本事業箇所は、土砂災害警戒区域に指定されており、土石流の発生による人家や県道への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨による土石流及び流木の発生する可能性が高い本渓流において、集中的に砂防堰堤の整備を行い、下流の人家、県道等への被害を防止
する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

便益の主
な根拠

人家：13戸　主要交通機関：県道一宮生野線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

11

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家13戸、県道一宮生野線等への被害を防止する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

6.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～1.8 ）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.6 ～ 1.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.5 ～ 1.7）

C:総費用(億円) 7.0 B/C 1.6 B-C 4.0

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

兵庫県

足尾谷川

事業間連携砂防等事業

あしおたにがわ

足尾谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地（３基）
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事業名
（箇所名）

青蓮寺川ヒノ谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

奈良県
担当課長名 國友 優

実施箇所 奈良県宇陀郡曽爾村
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

C:総費用(億円) 4.2 B/C 2.5

総事業費
（億円）

4.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では土砂及び流木が大量に堆積しており、土砂災害警戒区域に指定されている。
・下流部には保全対象となる避難所（曽爾小学校体育館）、人家7戸、主要地方道名張曽爾線68mが存在する。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、土砂災害対策工事の概成によって保全対象への被害防止を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家：7戸　　重要公共施設：避難所　　主要交通機関：県道68m　　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家7戸、県道68m、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 6.3
EIRR
（％）

11

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.4 ～ 2.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.4 ～ 2.6）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

11

新規
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【凡例】
：事業箇所

青蓮寺川ヒノ谷
事業間連携砂防等事業

しょうれんじがわ

青蓮寺川ヒノ谷事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

流域図
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事業名
（箇所名）

黒滝川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

奈良県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 奈良県吉野郡黒滝村

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成23年に土砂災害が発生しており、土砂及び流木が大量に堆積している。
・下流部には保全対象となる避難所（赤滝上平地区集会所）、人家47戸、第２次緊急輸送道路である県道赤滝五條線946mが存在する。

＜達成すべき目標＞
・土砂災害対策工事の概成によって保全対象への被害防止を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

便益の主
な根拠

人家：47戸　　重要公共施設：避難所　　主要交通機関：県道946m等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.1

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家47戸、県道946m、避難所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

6.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3～  1.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.3 ～ 1.4 ）

C:総費用(億円) 3.7 B/C 1.4 B-C 1.4

新規
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【凡例】
：事業箇所

黒滝川
事業間連携砂防等事業

くろたき

黒滝川事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

既設堰堤

交付金事業

将来計画
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事業名
（箇所名）

紀の川左支渓大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県伊都郡かつらぎ町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

C:総費用(億円) 9.8 B/C 2.6

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家・公共的建物や県道和歌山橋本線に甚大な被害が生じると想定され、第1次緊急輸送路で
ある県道和歌山橋本線が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・かつらぎ町兄井地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行
い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：18ha　　世帯数：47世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道和歌山橋本線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家47戸、兄井集会所（避難所）、県道和歌山橋本線（第1次緊急輸
送路）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 15
EIRR
（％）

9.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.6 ～ 2.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

25

新規
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紀の川左支渓大規模特定砂防等事業 位置図

県道和歌山橋本線
（第1次緊急輸送路）

位置図

和歌山県

紀の川左支渓大規模特定砂防等事業

砂防堰堤計画地

きのかわひだりしけい

紀の川

148



事業名
（箇所名）

樮川大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県日高郡印南町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

C:総費用(億円) 7.5 B/C 2.0

総事業費
（億円）

6.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家や県道田辺印南線に甚大な被害が生じると想定され、県道田辺印南線が寸断された場
合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・印南町樮川地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集
落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.4ha　　世帯数：27世帯　　主要交通機関：県道田辺印南線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家27戸、県道田辺印南線線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 7.5
EIRR
（％）

8.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.8 ～ 2.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.0 ～ 2.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.8 ～ 2.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15

新規
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樮川大規模特定砂防等事業 位置図

県道田辺印南線

位置図

和歌山県

樮川大規模特定砂防等事業
ほくそがわ

樮川砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

亀の川右支渓事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県海南市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.2 B/C 26.4

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家・公共的建物や国道424号に甚大な被害が生じると想定され、第2次緊急輸送路である国
道424号が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、亀の川右支渓において降雨により下流へ流出する土砂及び流木について対策施設の整備を行い、集落等への直接的な
被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.6ha　　世帯数：38世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道424号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家38戸、南野上小学校、南野上公民館（避難所）、国道424号（第
2次緊急輸送路）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 31
EIRR
（％）

36

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（23.9 ～29.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（24.4 ～26.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（24.7 ～28.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

32

新規
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亀の川右支渓事業間連携砂防等事業 位置図

国道424号
（第2次緊急輸送路）

位置図

和歌山県

亀の川右支渓事業間連携砂防等事業

砂防堰堤計画地

亀
の
川

かめのがわみぎしけい
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事業名
（箇所名）

飯盛川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県海南市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 11 B/C 7.3

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家・公共的建物や国道42号、JR紀勢本線に甚大な被害が生じると想定され、重要交通網で
ある国道42号・JR紀勢本線が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、飯盛川において降雨により下流へ流出する土砂及び流木について対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・防
止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.0ha　　世帯数：152世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道42号、ＪＲ紀勢本線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家152戸、冷水集会所（避難所）、国道42号・JR紀勢本線（重要交
通網）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 66
EIRR
（％）

22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.6 ～ 8.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（7.2 ～ 7.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（6.5 ～ 8.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

77

新規
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飯盛川事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

和歌山県

飯盛川事業間連携砂防等事業

国道42号
【重要交通網】 砂防堰堤計画地

いいもりかわ
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事業名
（箇所名）

柏谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県日高郡日高町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.6 B/C 8.6

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家・公共的建物や県道井関御坊線に甚大な被害が生じると想定され、第2次緊急輸送路であ
る県道井関御坊線が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、柏谷川において降雨により下流へ流出する土砂及び流木について対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・防
止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.2ha　　世帯数：18世帯　　重要公共施設：１施設　　主要交通機関：県道井関御坊線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家18戸、内原保育園（避難所）、県道井関御坊線（第2次緊急輸送
路）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 11
EIRR
（％）

32

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（7.9 ～9.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（8.6～ 8.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（8.6 ～8.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13

新規
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柏谷川事業間連携砂防等事業 位置図

位置図

和歌山県

柏谷川

事業間連携砂防等事業

県道井関御坊線

（第２次緊急輸送路）

砂防堰堤計画地

西
川

かしわだにがわ
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事業名
（箇所名）

平川猪ノ谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県日高郡日高川町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.4 B/C 2.6

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家や県道御坊美山線に甚大な被害が生じると想定され、第2次緊急輸送路である県道御坊
美山線が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、平川猪ノ谷川において降雨により下流へ流出する土砂及び流木について対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被
害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.8ha　　世帯数：4世帯　　主要交通機関：県道御坊美山線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家4戸、県道御坊美山線（第2次緊急輸送路）等への被害を軽減す
る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 2.3
EIRR
（％）

10

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.4 ～2.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.6 ～2.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.7 ～2.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

3.7

新規
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平川猪ノ谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

県道御坊美山線

（第2次緊急輸送路）

位置図

和歌山県

平川猪ノ谷川

事業間連携砂防等事業

ひゅうがわいのたにかわ
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事業名
（箇所名）

栗須谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名 國友 優

実施箇所 和歌山県東牟婁郡北山村
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 2.8 B/C 5.2

総事業費
（億円）

2.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、渓流の荒廃が確認されている。
・降雨により土石流および流木が発生した場合、人家・公共的建物や国道169号に甚大な被害が生じると想定され、第2次緊急輸送路である国
道169号が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、栗須谷川において降雨により下流へ流出する土砂及び流木について対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.7ha　　世帯数：26世帯　　重要公共施設：１施設　　主要交通機関：国道169号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家26戸、おくとろ温泉（避難所）、国道169号（第2次緊急輸送路）等
への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 12
EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.7 ～5.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（5.1～ 5.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.6 ～5.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15

新規
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栗須谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地

国道169号
（第2次緊急輸送路）

位置図

和歌山県

栗須谷川
事業間連携砂防等事業

くりすだにがわ
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國友 優

完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

上滝本地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県日高郡日高川町船津
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 1.4 B/C 15.9

総事業費
（億円）

0.40

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・上滝本地区の斜面は、がけ高11ｍ、勾配50°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家19戸、上滝本集会所（避難所）、県道御坊美山線（避難路、第二次緊急輸送道路）への被害が懸念され、県道御坊美山線
の寸断による地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家や避難場所及び県道御坊美
山線への直接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：0.5ha　　世帯数：19世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道御坊美山線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家19戸、上滝本集会所、県道御坊美山線等への被害を軽
減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 21
EIRR
（％）

59

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（15.3 ～ 16.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（15.9 ～ 15.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（14.6 ～ 17.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

22

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

上滝本地区
事業間連携砂防等事業

かみたきもと

上滝本地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

県道御坊美山線
（避難路、
第二次緊急輸送道路）

上滝本集会所
（避難場所）
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

上平1地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県日高郡日高川町寒川
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 1.0 B/C 2.8

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・上平1地区の斜面は、がけ高80ｍ、勾配34°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家7戸、県道田辺龍神線（避難路、第二次緊急輸送道路）への被害が懸念され、県道田辺龍神線の寸断による地域生活等
や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家及び県道田辺龍神線への直
接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：0.5ha　　世帯数：7世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道田辺龍神線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家7戸、県道田辺龍神線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 1.9
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 3.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 2.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.6 ～ 3.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

2.9

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

上平1地区
事業間連携砂防等事業

かみだいら

上平1地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

県道田辺龍神線
（避難路、
第二次緊急輸送道路）
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

平川3地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県日高郡日高川町平川
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 1.2 B/C 4.5

総事業費
（億円）

0.90

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・平川3地区の斜面は、がけ高57ｍ、勾配39°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家5戸、県道御坊美山線（避難路、第二次緊急輸送道路）への被害が懸念され、県道御坊美山線の寸断による地域生活等
や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家及び県道御坊美山線への直
接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：0.5ha　　世帯数：5世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道御坊美山線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家5戸、県道御坊美山線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 4.4
EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.2 ～ 4.8）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.5 ～ 4.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.1 ～ 4.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.6

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

平川3地区
事業間連携砂防等事業

ひゅうがわ

平川3地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

県道御坊美山線
（避難路、
第二次緊急輸送道路）
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

矢矧地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県田辺市秋津町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 4.7 B/C 4.1

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・矢矧地区の斜面は、がけ高30ｍ、勾配35°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家49戸、県道田辺龍神線（第二次緊急輸送道路）への被害が懸念され、県道田辺龍神線の寸断による地域生活等や経済
への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家及び県道田辺龍神線への直
接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：3.6ha　　世帯数：49世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道田辺龍神線、市道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家49戸、県道田辺龍神線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 14
EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.9 ～ 4.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.1 ～ 4.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.8 ～ 4.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

19

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

矢矧地区
事業間連携砂防等事業

やはぎ

矢矧地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

県道田辺龍神線
（第二次緊急輸送道路）
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

東上ノ硲3地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県田辺市龍神村東
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 1.8 B/C 2.6

総事業費
（億円）

0.70

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・東上ノ硲3地区の斜面は、がけ高45ｍ、勾配37°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家12戸、国道371号（第一次緊急輸送道路）への被害が懸念され、国道371号の寸断による地域生活等や経済への影響が
懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家及び国道371号への直接的な
被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：1.2ha　　世帯数：12世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道371号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家12戸、国道371号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 3.0
EIRR
（％）

11

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.5 ～ 2.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.6 ～ 2.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.4 ～ 2.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

4.8

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

東上ノ硲3地区
事業間連携砂防等事業

ひがしうえのはざ

東上ノ硲3地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

国道371号
（第一次緊急輸送道路）
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

和田之谷地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県東牟婁郡串本町和深
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

崩壊土砂防護柵工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 2.1 B/C 6.5

総事業費
（億円）

1.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・和田之谷地区の斜面は、がけ高57ｍ、勾配43°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家13戸、和深公民館（避難所）、国道42号（第一次緊急輸送道路）への被害が懸念され、国道42号の寸断による地域生活等
や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家や避難場所及び国道42号へ
の直接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：0.5ha　　世帯数：13世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道42号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家12戸、避難場所、国道42号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 11
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.1 ～ 6.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（6.5 ～ 6.5）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.9 ～ 7.0）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

13

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

和田之谷地区
事業間連携砂防等事業

わだのたに

和田之谷地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

国道42号
（第一次緊急輸送道路）

和深公民館
（避難場所）

串本警察署
和深駐在所
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

宇和平・高田1地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

和歌山県
担当課長名

実施箇所 和歌山県新宮市高田
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 1.2 B/C 4.7

総事業費
（億円）

1.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・宇和平・高田1地区の斜面は、がけ高33ｍ、勾配40°の急傾斜であり、荒廃が著しく、斜面崩壊の危険性が高い状態である。
・斜面崩壊により人家2戸、杉の郷えほし寮（避難所）、県道高田相賀線（第二次緊急輸送道路）への被害が懸念され、県道高田相賀線の寸断
による地域生活等や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・道路事業と連携し、降雨が発生した際、斜面崩壊が発生する可能性が高い斜面に対策施設の整備を行い、人家や避難場所及び県道高田相
賀線への直接的な被害を軽減するとともに、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

被害想定区域面積：1.0ha　　世帯数：2世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道高田相賀線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による斜面崩壊被害について、人家2戸、避難場所、県道高田相賀線等への被害を軽減す
る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 4.5
EIRR
（％）

22

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.4 ～ 5.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.7 ～ 4.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.4 ～ 5.1）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.7

新規
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位置図

和歌山県

【凡例】
●：事業箇所

宇和平・高田1地区
事業間連携砂防等事業

うわひら・たかだ

宇和平・高田1地区事業間連携砂防等事業 位置図

事業計画地

県道高田相賀線
（第二次緊急輸送道路）

杉の郷えほし寮
（避難場所） 高田郵便局
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家398戸、新見駅前交流センター（指定避難所）、新見高等学校南
校地（指定避難所）、要配慮者利用施設（新見保育所）、JR新見駅（伯備線、姫新線）、県道新見日南線等への被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岡山理科大学佐藤教授より事業を実施することことが適切であると意見をいただいた。

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（11.7 ～ 13.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（12.4 ～ 12.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（11.6 ～ 13.2）

C:総費用(億円) 25 B/C 12.4 B-C 289

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：32.1ha　　世帯数：398世帯　　重要公共施設：新見駅前交流センター（指定避難所）、新見高等学校南校地（指定避難所）、要配慮
者利用施設（新見保育所）　　主要交通機関：JR伯備線、JR姫新線、県道新見日南線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

314
EIRR
（％）

80

総事業費
（億円）

14

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流では、山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行しており、このまま放置すれば土石流被害が発生する可
能性が高く、被災時には人家398戸、新見駅前交流センター（指定避難所）、新見高等学校南校地（指定避難所）、要配慮者利用施設（新見保育
所）、JR新見駅（伯備線、姫新線）、県道新見日南線に甚大な被害が予想される。このことから、早期の土砂災害防止対策の実施が必要である。

＜達成すべき目標＞
・新見市西方～新見地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行
い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

担当課長名 國友 優

実施箇所 岡山県新見市西方～新見

事業名
（箇所名）

高梁川流域（新見地区）大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岡山県

新規
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高梁川流域（新見地区）大規模特定砂防等事業　位置図

（承認番号 令４中複、第７号）（承認番号 令４中複、第７号）

岡山県

位置図

【凡例】
●：砂防事業箇所

高梁川流域（新見地区）
大規模特定砂防等事業

たかはしがわりゅういき にいみちく
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家19戸、国道484号（第２次緊急輸送道路）、研修施設（指定避難
所）等への被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岡山理科大学佐藤教授より事業を実施することことが適切であると意見をいただいた。

B-C 13
EIRR
（％）

31

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（5.7 ～ 6.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（6.1 ～ 6.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.7 ～ 6.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

16 C:総費用(億円) 2.6 B/C 6.1

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流では、山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行しており、このまま放置すれば土石流被害が発生する可
能性が高く、被災時には人家19戸、国道484号（第２次緊急輸送道路）、研修施設（指定避難所）に甚大な被害が予想される。このことから、道路
防災事業と連携し、早期の土砂災害防止対策の実施が必要である。

＜達成すべき目標＞
・赤磐市稲蒔地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落
等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：8.4ha　　世帯数：19世帯　　重要公共施設：研修施設（指定避難所）　　主要交通機関：国道484号　等

実施箇所 岡山県赤磐市稲蒔
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

事業名
（箇所名）

高田谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岡山県
担当課長名 國友 優

新規
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高田谷事業間連携砂防等事業 位置図

赤磐市

砂
防
堰
堤
計
画
地

（承認番号 平30中複、第43号）

岡山県

位置図

高田谷事業間連携砂防等事業

【凡例】
●：砂防事業箇所

たかだたに
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家28戸、県道作東大原線（第１次緊急輸送道路）、要配慮者利用施
設（老人ホーム）等への被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
岡山理科大学佐藤教授より事業を実施することことが適切であると意見をいただいた。

B-C 23
EIRR
（％）

74

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（9.9 ～ 12.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（10.9 ～ 10.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（10.1 ～11.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

25 C:総費用(億円) 2.3 B/C 10.9

総事業費
（億円）

2.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流では山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行しており、このまま放置すれば土石流被害が発生する可能
性が高く、被災時には人家28戸、県道作東大原線（第１次緊急輸送道路）、要配慮者利用施設（老人ホーム）に甚大な被害が予想される。このこ
とから、道路防災事業と連携し、早期の土砂災害防止対策の実施が必要である。

＜達成すべき目標＞
・美作市五名地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落
等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.1ha　世帯数：28世帯　　重要公共施設：人家28戸、要配慮者利用施設（老人ホーム）　主要交通機関：県道作東大原線（第１次
緊急輸送道路）　等

実施箇所 岡山県美作市五名
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

石ケ谷事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

岡山県
担当課長名 國友 優

新規
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石ケ谷事業間連携砂防等事業 位置図

美作市

砂
防
堰
堤
計
画
地

（承認番号 令元中複、第23号）

岡山県

位置図

石ケ谷事業間連携砂防等事業

【凡例】
●：砂防事業箇所

いしがたに
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家47戸、県道瀬野呉線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 20
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.0 ～ 4.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.1 ～ 4.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.6 ～ 4.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

27 C:総費用(億円) 6.6 B/C 4.1

総事業費
（億円）

2.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県安芸郡熊野町宮前に位置し，保全対象として人家47戸，県道等を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：47世帯　主要交通機関：県道瀬野呉線　等

実施箇所 広島県安芸郡熊野町宮前
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

雲母川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
雲母川
事業間連携砂防等事業

きららがわ

雲母川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家97戸、国道186号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 28
EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.9 ～ 4.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.3 ～ 4.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.8 ～ 4.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

37 C:総費用(億円) 8.7 B/C 4.3

総事業費
（億円）

9.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県大竹市油見に位置し，保全対象として人家97戸，国道等抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：97世帯　　主要交通機関：国道186号　等

実施箇所 広島県大竹市油見
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

郷谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
郷谷川
事業間連携砂防等事業

ごうたにがわ

郷谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家５戸、消防車庫、主要地方道岩国大竹線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 0.9
EIRR
（％）

5.6

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.2 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.3 ～ 1.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

3.5 C:総費用(億円) 2.6 B/C 1.4

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県大竹市木野に位置し，保全対象として人家５戸，県道，消防車庫等を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：５世帯　　重要公共施設：消防車庫　　主要交通機関：主要地方道岩国大竹線　等

実施箇所 広島県大竹市木野
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

小瀬川支川６事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
小瀬川支川６
事業間連携砂防等事業

おせがわしせん６

小瀬川支川６事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家10戸、県道新市七曲西城線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 0.8
EIRR
（％）

4.7

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.2 ～ 1.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.1 ～ 1.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

6.2 C:総費用(億円) 5.4 B/C 1.2

総事業費
（億円）

5.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県神石高原町父木野に位置し，保全対象として人家10戸，県道等を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：10世帯　　主要交通機関：県道新市七曲西城線　等

実施箇所 広島県神石郡神石高原町父木野
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

西父木野川支川３事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規

187



【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
西父木野川支川３
事業間連携砂防等事業

にしちちきのがわしせん

西父木野川支川３事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家27戸、国道54号、市立粟屋小学校、中国電力三次変電所等への
被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 20
EIRR
（％）

55

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（10.9 ～ 13.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（11.9 ～ 12.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（11.4 ～ 12.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

22.0 C:総費用(億円) 1.9 B/C 12.0

総事業費
（億円）

1.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県三次市粟屋町に位置し，保全対象として人家２7戸，国道，小学校等を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：27世帯　　重要公共施設：市立粟屋小学校，中国電力三次変電所　主要交通機関：国道54号　等

実施箇所 広島県三次市粟屋町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

事業名
（箇所名）

鍋屋谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規

189



【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
鍋屋谷川
事業間連携砂防等事業

なべやたにかわ

鍋屋谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家18戸、国道54号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 6.5
EIRR
（％）

6.8

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.2 ～ 2.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.4 ～ 2.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.3 ～ 2.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

11 C:総費用(億円) 4.5 B/C 2.4

総事業費
（億円）

4.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県三次市粟屋町に位置し，保全対象として人家18戸，国道等を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：18世帯　主要交通機関：国道54号　等

実施箇所 広島県三次市粟屋町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

中ノ村川(27)事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規

191



【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
中ノ村川（27）
事業間連携砂防等事業

なかのむらかわ

中ノ村川（27）事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家77戸、国道314号、県立東城高等学校、NHK東城ラジオ中継放送
局等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 37
EIRR
（％）

85

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（16.9 ～ 20.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（18.5 ～ 18.6）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（16.6 ～ 20.8）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

39 C:総費用(億円) 2.1 B/C 18.5

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県庄原市東城町に位置し，保全対象として人家77戸，国道，県立高等学校等抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：77世帯　　重要公共施設：県立東城高等学校、NHK東城ラジオ中継放送局　　主要交通機関：国道314号　等

実施箇所 広島県庄原市東城町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

学恩寺川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
学恩寺川
事業間連携砂防等事業

がくおんじがわ

学恩寺川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家８戸、国道183号、JR芸備線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
広島大学海堀教授より令和５年度からの事業実施が妥当であると意見をいただいた。

B-C 1.5
EIRR
（％）

5.9

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3 ～ 1.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.1 ～ 1.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.2 C:総費用(億円) 3.7 B/C 1.4

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流は，広島県大竹市油見に位置し，保全対象として人家８戸，国道，JR芸備線を抱える土砂災害警戒区域等指定渓流である。
・当渓流は河床勾配が急なうえ荒廃が進んでおり，今後の豪雨により，土砂や転石などの不安定堆積物が流出する恐れがある。
・以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。
＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、県道線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：８世帯　主要交通機関：国道183号、ＪＲ芸備線　等

実施箇所 広島県庄原市西城町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

千代谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

広島県
担当課長名 國友 優

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

広島県
千代谷川
事業間連携砂防等事業

ちよたにかわ

千代谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家104戸、高校、中学校等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

59

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（38.7 ～ 47.3）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（42.5 ～ 42.7）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（38.3 ～ 46.8）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 42.5 B-C 91

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9.3ha　　人家：104戸　　重要公共施設：2施設　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

93

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

担当課長名 國友　優

実施箇所 山口県岩国市錦見二丁目、一丁目

事業名
（箇所名）

錦見東川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県

新規
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錦見東川事業間連携砂防等事業　位置図

岩国

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県

錦見東川
事業間連携砂防等事業

にしみひがしかわ

「この地図は国土地理院の国土地理院地図（電子Web）の一部を掲載したものである。」

砂防堰堤計画地

国道2号

至 広島

至 周南
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家43戸、国道437号への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

32

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（12.6 ～ 15.4）
残 工 期　（＋10％ ～ －10％）　B/C（13.8 ～ 13.9）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（12.5 ～ 15.3）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 13.9 B-C 28

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：12ha　　人家：43戸　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：国道437号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

30

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

令和9年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了

実施箇所 山口県柳井市神代
評価
年度

令和4年度

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県
担当課長名 國友　優

事業名
（箇所名）

西本谷小川事業間連携砂防等事業

新規
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西本谷小川事業間連携砂防等事業　位置図

柳井市

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県

⻄本⾕⼩川
事業間連携砂防等事業

にしほんたにおがわ

「この地図は国土地理院の国土地理院地図（電子Web）の一部を掲載したものである。」

砂防堰堤計画地

至 柳井市街

至 岩国至 玖珂

国道437号

200



事業名
（箇所名）

陶渓流事業間連携砂防等事業
担当課長名 國友　優

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

実施箇所 山口県山口市陶

総事業費
（億円）

2.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

令和4年度
B:総便益
(億円)

35

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（14.3 ～ 17.5）
残 工 期　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（15.7 ～ 15.8）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（14.2 ～ 17.3）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 15.8 B-C 33

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：8.8ha　　人家：54戸　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道江崎陶線、JR山陽本線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家54戸、県道江崎陶線、JR山陽本線への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

36

新規
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陶渓流事業間連携砂防等事業　位置図

山口市

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県

陶渓流
事業間連携砂防等事業

すえけいりゅう

「この地図は国土地理院の国土地理院地図（電子Web）の一部を掲載したものである。」

砂防堰堤計画地

至 宇部

至 周南

至 山口市街
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事業の効
果等

・当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家24戸、国道2号、中国自動車道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

21

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.3 ～ 7.7）
残 工 期　（＋10％ ～ －10％）　B/C（6.9 ～ 6.9）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（6.2 ～ 7.6）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 6.9 B-C 13

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：6.5ha　　人家：24戸　　主要交通機関：国道2号、中国自動車道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

令和9年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了

実施箇所 山口県下関市楠乃
評価
年度

令和4年度

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県
担当課長名 國友　優

事業名
（箇所名）

楠乃渓流事業間連携砂防等事業

新規
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楠乃渓流　事業間連携砂防等事業　位置図

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県位置図

「この地図は、国土地理院の地理院地図（電子国土Web）の一部を掲載したものである。」

下関

砂防堰堤計画地

中国自動車道

国道2号

楠乃渓流
事業間連携砂防等事業

くすのけいりゅう
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事業名
（箇所名）

市中川事業間連携砂防等事業
担当課長名 國友　優

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

実施箇所 山口県萩市大字福井下

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

令和4年度
B:総便益
(億円)

35

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（14.7 ～ 17.9）
残 工 期　（＋10％ ～ －10％）　B/C（16.1 ～ 16.2）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（14.5 ～ 17.8）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 16.2 B-C 33

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：6.3ha　　人家：10戸　　重要公共施設：5施設　　主要交通機関：県道山口福栄須佐線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家10戸、県道山口福栄須佐線等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

35

新規
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市中川事業間連携砂防等事業　位置図

萩市

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県

市中川
事業間連携砂防等事業

いちなかがわ

「この地図は国土地理院の国土地理院地図（電子Web）の一部を掲載したものである。」

砂防堰堤計画地
県道山口福栄須佐線

至 萩市街

至 山口(三谷)
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事業名
（箇所名）

江崎2川事業間連携砂防等事業
担当課長名 國友　優

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

山口県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

実施箇所 山口県萩市大字江崎

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当渓流では、近年の豪雨により渓流の浸食が進行しており、渓流内には不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等による土砂災害の危
険性が高まっている。
・計画規模の降雨による土石流で、人家が被災した場合や道路等が寸断された場合、地域生活や経済への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害・
防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

令和４年度
B:総便益
(億円)

22

感度分析
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　B/C（9.2 ～ 11.2）
残 工 期　（＋10％ ～ －10％）　B/C（10.1 ～ 10.2）
資　　産　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（9.1 ～ 11.1）

C:総費用(億円) 2.2 B/C 10.1 B-C 20

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.2ha　　人家：37戸　　主要交通機関：国道191号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家37戸、国道191号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
山口大学鈴木教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

26

新規
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江崎2川事業間連携砂防等事業　位置図

萩市

【凡例】
●：事業箇所

位置図 山口県

江崎2川
事業間連携砂防等事業

えざき2かわ

「この地図は国土地理院の国土地理院地図（電子Web）の一部を掲載したものである。」

砂防堰堤計画地

国道191号

至 萩市街

至 益田
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家15戸、県道大串志度線255m等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
香川県公共事業評価委員会において、令和5年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

15

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（3.0 ～ 3.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 3.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.0 ～ 3.7）

C:総費用(億円) 2.9 B/C 3.3 B-C 6.8

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.7ha　　人家：15戸　　主要交通機関：県道大串志度線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.7

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により事業区域の渓流に土砂の堆積がみられ、将来の大雨により土石流が発生する危険性が高まっている状況にある。土砂災害
が発生すれば、下流への甚大な被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　さぬき市鴨庄地域において、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な
被害を軽減するとともに、下流域への流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。このことより、道路整備交付金事業（県道大串志度線災
害防除）と連携して事業効果の早期発現や最大化を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

担当課長名 國友 優

実施箇所 香川県さぬき市鴨庄

事業名
（箇所名）

日与次川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

香川県

新規
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位置図

香川県

日与次川
事業間連携砂防等事業

ひよじがわ

日与次川事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

県道大串志度線 砂防堰堤計画地

土砂災害
警戒区域

市道
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家34戸、国道436号187m等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
香川県公共事業評価委員会において、令和5年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

B-C 28
EIRR
（％）

61

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（13.0 ～ 15.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（13.9 ～ 14.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（12.6 ～ 15.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

31 C:総費用(億円) 2.2 B/C 14.0

総事業費
（億円）

1.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により事業区域の渓流に土砂の堆積がみられ、将来の大雨により土石流が発生する危険性が高まっている状況にある。土砂災害
が発生すれば、下流への甚大な被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　小豆郡小豆島町蒲生地域において、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接
的な被害を軽減するとともに、下流域への流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。このことより、交通安全施設整備事業（国道436号）
と連携して事業効果の早期発現や最大化を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.7ha　　人家：34戸　　主要交通機関：国道436号　等

実施箇所 香川県小豆郡小豆島町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

明神川(蒲生)事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

香川県

担当課長名 國友 優

新規
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位置図

香川県

明神川（蒲生）
事業間連携砂防等事業

みょうじんがわ かもう

明神川（蒲生）事業間連携砂防等事業 位置図

町道
（避難路）

「地理院地図（国土地理院）
（https://maps.gsi.go.jp）をもとに作成

国道４３６号

砂防堰堤計画地

土砂災害
警戒区域

【凡例】
●：事業箇所
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家51戸、国道377号611m、県道詫間琴平線503m等への被害を軽減
する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
香川県公共事業評価委員会において、令和5年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

B-C 37
EIRR
（％）

55

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（11.4 ～ 13.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（12.1 ～ 12.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（11.0 ～ 13.4）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

40 C:総費用(億円) 3.3 B/C 12.2

総事業費
（億円）

2.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・近年の豪雨により事業区域の渓流に土砂の堆積がみられ、将来の大雨により土石流が発生する危険性が高まっている状況にある。土砂災害
が発生すれば、下流への甚大な被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　仲多度郡まんのう町佐文地域において、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害を軽減するとともに、下流域への流出土砂量を低減し、土石流による被害を軽減する。このことより、道路メンテナンス事業（国道377
号）と連携して事業効果の早期発現や最大化を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：33.3ha　　人家：51戸　　主要交通機関：国道377号、県道詫間琴平線　等

実施箇所 香川県仲多度郡まんのう町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

尾郷上川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

香川県

担当課長名 國友 優

新規
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位置図

香川県

尾郷上川
事業間連携砂防等事業

おごうかみかわ

尾郷上川事業間連携砂防等事業 位置図

【凡例】
●：事業箇所

買田川

「地理院地図（国土地理院）
（https://maps.gsi.go.jp）をもとに作成

県道詫間琴平線

砂防堰堤計画地

土砂災害
警戒区域

国道377号
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事業名
（箇所名）

元永地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福岡県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

横ボーリング工、アンカー工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福岡県行橋市元永

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成30年7月豪雨により地すべりが発生しており、滑落崖や亀裂等の変状が多数確認された。
・近年は降雨量の増大により、地すべりブロックの不安定化が懸念されている。

＜達成すべき目標＞
　地すべり防止施設を施工し、地すべりの安定化を図ることにより、人命及び資産等を保全するとともに、道路事業と連携することで県道等の被
害を軽減し、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

便益の主
な根拠

人家：45戸　　重要公共施設：2施設　　県道：670ｍ　　市道580ｍ　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

32

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、降雨による地すべり被害について、人家４５戸、県道元永高瀬線、市道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

89

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（17.6 ～ 21.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（19.1 ～ 19.3）
資産　　　　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（18.9 ～ 19.6）

C:総費用(億円) 1.7 B/C 19.3 B-C 30

新規
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位置図

福岡県

元永地区
事業間連携砂防等事業

もとなが

元永地区事業間連携砂防等事業 位置図

地すべり対策
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事業名
（箇所名）

高山地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福岡県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

集水井工、横ボーリング工、排土工、アンカー工、法面工、鋼管杭工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福岡県朝倉市杷木志波

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

総事業費
（億円）

6.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、令和３年の豪雨により土砂災害が発生しており、柿園や農道に甚大な被害が生じた。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、高山地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　地すべり防止施設を施工し、地すべりの安定化を図ることにより、人命及び資産等を保全するとともに、道路事業と連携することで県道等の被
害を軽減し、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 4.4 B-C 49

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.4ha　　人家：21戸　　重要公共施設：3施設　　高速道路：80ｍ　　国道：160ｍ　　市道：490ｍ　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、降雨による地すべり被害について、人家２１戸、大分自動車道、国道３８６号、市道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

19

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.2 ～ 4.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.3 ～ 4.5）
資産　　　　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.4 ～ 4.8）

C:総費用(億円) 15
B:総便益
(億円)

64

新規
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位置図

福岡県

高山地区
事業間連携砂防等事業

こうやま

高山地区事業間連携砂防等事業 位置図

地すべり対策
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事業名
（箇所名）

白木谷地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福岡県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

横ボーリング工、アンカー工、鋼管杭工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福岡県八女市立花町白木

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

総事業費
（億円）

14

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、令和３年８月の大雨により土砂災害が発生しており、市道に甚大な被害が生じた。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、白木谷地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　地すべり防止施設を施工し、地すべりの安定化を図ることにより、人命及び資産等を保全するとともに、道路事業と連携することで県道等の被
害を軽減し、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 1.4 B-C 8.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.0ha　　人家：170戸　　重要公共施設：2施設　　県道：103ｍ　　市道：668ｍ　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、降雨による地すべり被害について、人家１７０戸、県道玉名八女線、県道白木上辺春線、市道等への被害を
軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

6.1

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.3 ～ 1.4）

C:総費用(億円) 21
B:総便益
(億円)

29

新規
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位置図

福岡県

白木谷地区
事業間連携砂防等事業

しらきだに

白木谷地区事業間連携砂防等事業 位置図

地すべり対策
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事業名
（箇所名）

福田地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

福岡県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

横ボーリング工、鋼管杭工

担当課長名 國友 優

実施箇所 福岡県田川郡大任町大行事

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、滑落崖や亀裂等の地すべり兆候が確認されており、近年は降雨量の増大により地すべりブロックの不安定化が懸念されてい
る。

＜達成すべき目標＞
　地すべり防止施設を施工し、地すべりの安定化を図ることにより、人命及び資産等を保全するとともに、道路事業と連携することで県道等の被
害を軽減し、地域の生活・交通基盤の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 20.9 B-C 35

便益の主
な根拠

人家：45戸　　重要公共施設：2施設　　県道：690ｍ　　町道：1,120ｍ　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、降雨による地すべりについて、人家４５戸、県道庄伊田線、町道等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

125

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（19.1 ～23.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（20.9 ～21.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（20.4 ～21.4 ）

C:総費用(億円) 1.8
B:総便益
(億円)

37

新規
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位置図

福岡県

福田地区
事業間連携砂防等事業

ふくだ

福田地区事業間連携砂防等事業 位置図

地すべり対策
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事業名
（箇所名）

西山谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

佐賀県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

渓流保全工

担当課長名 國友 優

実施箇所 佐賀県多久市

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流は、保全対象として人家8戸、事業所3施設、県道・市道をようする土石流危険渓流である。
・渓流の荒廃が見られ、河床には土砂が堆積しており、近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流などの土砂流出が発生した場合、人家被害はもとより、交通網が寸断されるなど、地域生活や経済への影響は甚大である。
このため、道路事業と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り、計画的・集中的な事前防災対策として砂防施設の整備を行う。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

便益の主
な根拠

人家戸数：8戸　　事業所：3施設　　主要交通機関：県道武雄多久線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

5.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家8戸、事業所3施設、県道武雄多久線等を土石流被害から保全するとともに、道路管理者にて整備された
道路防災施設により、災害時に必要となる避難路等の交通の確保を図る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

5.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.2 ～ 1.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）

C:総費用(億円) 4.2 B/C 1.2 B-C 0.8

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

西山谷川
事業間連携砂防等事業

にしやまたにがわ

西山谷川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

外其川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

佐賀県
担当課長名 國友 優

実施箇所 佐賀県唐津市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 4.7 B/C 4.7

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流は、保全対象として人家53戸、公民館2戸、県道・市道をようする土石流危険渓流である。
・渓流の荒廃が見られ、河床には土砂が堆積しており、近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流などの土砂流出が発生した場合、人家被害はもとより、交通網が寸断されるなど、地域生活や経済への影響は甚大である。
このため、道路事業と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り、計画的・集中的な事前防災対策として砂防施設の整備を行う。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家戸数：53戸　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道鳥巣浜崎停車場線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家53戸、公民館2戸、県道鳥巣浜崎停車場線等を土石流被害から保全するとともに、道路管理者にて整備
された道路防災施設により、災害時に必要となる避難路等の交通の確保を図る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 16.4
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.7 ～ 5.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（4.1 ～ 5.0）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（4.2 ～ 5.2）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

22

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

外其川
事業間連携砂防等事業

ほかぞのがわ

外其川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

川原谷川第一事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

佐賀県
担当課長名 國友 優

実施箇所 佐賀県唐津市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

C:総費用(億円) 5.6 B/C 1.2

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流は、保全対象として人家3戸、小学校、国道202号をようする土石流危険渓流である。
・渓流の荒廃が見られ、河床には土砂が堆積しており、近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流などの土砂流出が発生した場合、人家被害はもとより、交通網が寸断されるなど、地域生活や経済への影響は甚大である。
このため、道路事業と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り、計画的・集中的な事前防災対策として砂防施設の整備を行う。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家戸数：3戸　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道202号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家3戸、小学校、国道202号等を土石流被害から保全するとともに、道路管理者にて整備された道路防災施
設により、災害時に必要となる避難路等の交通の確保を図る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 1.2
EIRR
（％）

5.1

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.2 ～ 1.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.1 ～ 1.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

6.7

新規

227



【凡例】
●：事業箇所

位置図

川原谷川第一
事業間連携砂防等事業

かわはらたにがわだいいち

川原谷川第一事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

柳谷川第三事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

佐賀県
担当課長名 國友 優

実施箇所 佐賀県杵島郡江北町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

C:総費用(億円) 3.4 B/C 4.3

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流は、保全対象として人家23戸、県道多久江北線をようする土石流危険渓流である。
・渓流の荒廃が見られ、河床には土砂が堆積しており、近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流などの土砂流出が発生した場合、人家被害はもとより、交通網が寸断されるなど、地域生活や経済への影響は甚大である。
このため、道路事業と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り、計画的・集中的な事前防災対策として砂防施設の整備を行う。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家戸数：23戸　　主要交通機関：県道多久江北線　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、人家23戸、県道多久江北線等を土石流被害から保全するとともに、道路管理者にて整備された道路防災施
設により、災害時に必要となる避難路等の交通の確保を図る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 10.7
EIRR
（％）

14

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（4.1 ～ 4.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（3.8 ～ 4.7）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（3.8 ～ 4.7）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

15

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

柳谷川第三
事業間連携砂防等事業

やなぎたにがわだいさん

柳谷川第三事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

塩吹川第一事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

佐賀県
担当課長名 國友 優

実施箇所 佐賀県嬉野市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

C:総費用(億円) 3.3 B/C 3.0

総事業費
（億円）

4.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流は、保全対象として人家22戸、県道嬉野塩田線をようする土石流危険渓流である。
・渓流の荒廃が見られ、河床には土砂が堆積しており、近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流などの土砂流出が発生した場合、人家被害はもとより、交通網が寸断されるなど、地域生活や経済への影響は甚大である。
このため、道路事業と連携した対策により事業効果の早期発現や最大化を図り、計画的・集中的な事前防災対策として砂防施設の整備を行う。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

人家戸数：22戸　　主要交通機関：県道嬉野塩田線　等

事業の効
果等

　当当該事業を実施することにより、人家22戸、県道嬉野塩田線等を土石流被害から保全するとともに、道路管理者にて整備された道路防災
施設により、災害時に必要となる避難路等の交通の確保を図る。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 6.6
EIRR
（％）

11

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.3 ～ 2.6）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.8 ～ 3.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.7 ～ 3.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

9.9

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

塩吹川第一
事業間連携砂防等事業

しおふきがわだいいち

塩吹川第一事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

第三小平川　事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

大分県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 大分県日田市上津江町川原

総事業費
（億円）

1.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該渓流は土砂災害警戒区域等に指定されており、過去の被災履歴は無いが、多量の不安定土砂が堆積し、土石流発生のリスクが高い。
・土石流が発生した際は、日田市の指定避難所である上津江振興局、県道天瀬阿蘇線、人家9戸などの被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・本地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、避難場所や
人家等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、道路事業と連携し県道天瀬阿蘇線の土砂等による被災を防ぎ、道路の通行を確保する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和8年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.5ha　　人家：9戸　　重要公共施設：上津江振興局　　主要交通機関：県道天瀬阿蘇線  等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

23

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家9戸、県道天瀬阿蘇線、上津江振興局（指定避難所）等への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

EIRR
（％）

41

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（  11.7 ～   14.2 ）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（  12.8 ～   12.8 ）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（  11.5 ～   14.1 )

C:総費用(億円) 1.8 B/C 12.8 B-C 21

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

大分県
第三小平川
事業間連携砂防等事業

だいさんおひらかわ

第三小平川事業間連携砂防等事業 位置図

砂防堰堤計画地
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事業名
（箇所名）

池畑谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

宮崎県
担当課長名 國友 優

実施箇所 宮崎県串間市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.1 B/C 1.8

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として地域防災計画書に指定された避難場所、国道448号を含む土石流危険渓流である。
・近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　池畑谷川において降雨が発生した際に、土石流及び流木の土砂災害が発生する可能性が高い渓流に集中的な対策施設の整備を行い、下
流域への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による国道等への直接的な被害を軽減するとともに、道路事業と連携して土砂災害対策を実施
することにより路線の寸断の防止や安全性の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.4ha　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道448号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、国道448号、避難場所等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 0.88
EIRR
（％）

7.6

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.6 ～ 2.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.8 ～ 1.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.6 ～ 1.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

2.0

新規
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池畑谷川
砂防堰堤、渓流保全工

池畑谷川事業間連携砂防等事業 位置図

国道448号

池畑谷川
事業間連携砂防等事業

いけはたたにかわ

【凡例】
●：事業箇所

位置図

宮崎県
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事業名
（箇所名）

下田４事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

宮崎県
担当課長名 國友 優

実施箇所 宮崎県小林市須木
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.7 B/C 1.9

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家4戸、国道265号を含む土石流危険渓流である。
・近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　下田４において降雨が発生した際に、土石流及び流木の土砂災害が発生する可能性が高い渓流に集中的な対策施設の整備を行い、下流域
への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による集落や国道等への直接的な被害を軽減するとともに、道路事業と連携して土砂災害対策を実
施することにより路線の寸断の防止や安全性の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.5ha　　世帯数：4世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道265号　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家4戸、国道265号等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 1.6
EIRR
（％）

8.2

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.7 ～ 2.1）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.9 ～ 1.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.8 ～ 1.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

3.3

新規
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下田４
砂防堰堤、渓流保全工

下田４事業間連携砂防等事業 位置図

国道265号

下田４
事業間連携砂防等事業

しもだ

【凡例】
●：事業箇所

位置図

宮崎県

238



事業名
（箇所名）

黒木谷川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

宮崎県
担当課長名 國友 優

実施箇所 宮崎県東臼杵郡美郷町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和7年度

C:総費用(億円) 1.2 B/C 12.3

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家21戸、国道388号、県道20号北方北郷線等を含む土石流危険渓流である。
・近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　黒木谷川において降雨が発生した際に、土石流及び流木の土砂災害が発生する可能性が高い渓流に集中的な対策施設の整備を行い、下
流域への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による集落や国道等への直接的な被害を軽減するとともに、道路事業と連携して土砂災害対策
を実施することにより路線の寸断の防止や安全性の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.0ha　　世帯数：21世帯　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：国道388号、県道20号北方北郷線、町道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家21戸、国道388号、県道20号北方北郷線、避難場所等への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 13
EIRR
（％）

57

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（11.2 ～ 13.7）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（12.3 ～ 12.3）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（11.8 ～ 12.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

14

新規
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黒木谷川
砂防堰堤、渓流保全工

黒木谷川事業間連携砂防等事業 位置図

県道20号
北方北郷線

黒木谷川
事業間連携砂防等事業

国道388号

くろぎだにかわ

【凡例】
●：事業箇所

位置図

宮崎県
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事業名
（箇所名）

東八幡森川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

宮崎県
担当課長名 國友 優

実施箇所 宮崎県延岡市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 2.2 B/C 2.1

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家4戸、県道214号上祝子綱ノ瀬線等を含む土石流危険渓流である。
・近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　東八幡森川において降雨が発生した際に、土石流及び流木の土砂災害が発生する可能性が高い渓流に集中的な対策施設の整備を行い、
下流域への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による集落や県道等への直接的な被害を軽減するとともに、道路事業と連携して土砂災害対
策を実施することにより路線の寸断の防止や安全性の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.7ha　　世帯数：4世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：県道214号上祝子綱ノ瀬線、市道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家4戸、県道214号上祝子綱ノ瀬線、避難場所等への被害を軽減
する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 2.5
EIRR
（％）

9.6

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.0 ～ 2.4）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.2 ～ 2.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.1 ～ 2.3）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

4.7

新規
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東八幡森川
砂防堰堤

東八幡森川事業間連携砂防等事業 位置図

県道214号
上祝子綱ノ瀬線

東八幡森川
事業間連携砂防等事業

ひがしはちまんもりかわ

【凡例】
●：事業箇所

位置図

宮崎県

242



事業名
（箇所名）

西八幡森川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

宮崎県
担当課長名 國友 優

実施箇所 宮崎県延岡市
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和9年度

C:総費用(億円) 1.6 B/C 1.8

総事業費
（億円）

1.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、保全対象として人家1戸、県道214号上祝子綱ノ瀬線等を含む土石流危険渓流である。
・近年の集中豪雨により土石流災害発生の危険性が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　西八幡森川において降雨が発生した際に、土石流及び流木の土砂災害が発生する可能性が高い渓流に集中的な対策施設の整備を行い、
下流域への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による集落や県道等への直接的な被害を軽減するとともに、道路事業と連携して土砂災害対
策を実施することにより路線の寸断の防止や安全性の向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.3ha　　世帯数：1世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：県道214号上祝子綱ノ瀬線、市道　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土石流について、人家1戸、県道214号上祝子綱ノ瀬線、避難場所、公民館等への被
害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
名城大学大野教授、政策研究大学院大学小山内教授より令和５年度からの事業化が妥当であるとの意見をいただいた。

B-C 1.3
EIRR
（％）

7.9

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.7 ～ 2.0）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.8 ～ 1.8）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.7 ～ 1.9）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

2.9

新規
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西八幡森川
砂防堰堤、渓流保全工

西八幡森川事業間連携砂防等事業 位置図

西八幡森川
事業間連携砂防等事業

にしはちまんもりかわ

【凡例】
●：事業箇所

位置図

宮崎県

県道214号
上祝子綱ノ瀬線
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより，
①急傾斜地崩壊による被害から人家129戸，要配慮者利用施設2施設，市道705ｍ等の被害が軽減される。
②急傾斜地崩壊対策工を施工して人命及び資産等を保全し，地区全体の安全・安心の向上が図られる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
鹿児島大学地頭薗教授及び鹿児島大学酒匂教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

33

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（5.7 ～ 6.9）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（6.2 ～ 6.2）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（5.6 ～ 6.8）

C:総費用(億円) 12 B/C 6.2 B-C 62

便益の主
な根拠

人家：129戸　要配慮者利用施設：2施設　主要交通機関：市道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

74

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・急傾斜地においては荒廃が著しく，斜面崩壊の危険性が高い状態であり，災害発生時には保全人家への被害のみならず，地域住民の生活に
対する影響が大きい。

＜達成すべき目標＞
・当該地区において降雨等により崩壊が発生する可能性が高い斜面について，対策施設の整備を行い，人家等への直接的な被害を軽減する
とともに，地域生活の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和10年度

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工，法面工

担当課長名 國友 優

実施箇所 鹿児島県鹿児島市

事業名
（箇所名）

鹿児島市北地区大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

鹿児島県

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

鹿児島県

鹿児島市北地区
大規模特定砂防等事業

鹿児島市北地区大規模特定砂防等事業 位置図

中福良４

永吉６

永吉８

小野町１ 大峯３

【凡例】
●…急傾斜地崩壊対策事業箇所

かごしまし きたちく
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事業名
（箇所名）

鹿児島市南地区大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

鹿児島県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

擁壁工，法面工

担当課長名 國友 優

実施箇所 鹿児島県鹿児島市

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和11年度

総事業費
（億円）

9.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・急傾斜地においては荒廃が著しく，斜面崩壊の危険性が高い状態であり，災害発生時には保全人家への被害のみならず，地域住民の生活に
対する影響が大きい。

＜達成すべき目標＞
・当該地区において降雨等により崩壊が発生する可能性が高い斜面について，対策施設の整備を行い，人家等への直接的な被害を軽減する
とともに，地域生活の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 2.1 B-C 8.3

便益の主
な根拠

人家：105戸  主要交通機関：市道  等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより，
①急傾斜地崩壊による被害から人家105戸，市道670ｍ等の被害が軽減される。
②急傾斜地崩壊対策工を施工して人命及び資産等を保全し，地区全体の安全・安心の向上が図られる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
鹿児島大学地頭薗教授及び鹿児島大学酒匂教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

9.2

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.1 ～ 2.1）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.9 ～ 2.3）

C:総費用(億円) 7.7
B:総便益
(億円)

16

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

鹿児島県

鹿児島市南地区
大規模特定砂防等事業

鹿児島市南地区大規模特定砂防等事業 位置図

中山

桜ヶ丘３

本城岩下

【凡例】
●…急傾斜地崩壊対策事業箇所

かごしまし みなみちく

248



事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫について、人家140戸，県道60号（緊急輸送道路）510m，霧島市霧島
総合支所（官庁）等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
鹿児島大学地頭薗教授及び鹿児島大学酒匂教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

B-C 16
EIRR
（％）

13

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（2.6 ～ 3.2）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（2.9 ～ 2.9）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（2.7 ～ 3.1）

2.9

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

完了 令和14年度

C:総費用(億円) 8.6 B/C

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、計画規模の降雨時の斜面崩壊や河床侵食等により土砂流出が発生し，河道沿いに拡がる集落への被害が懸念される。また，
狩川流域から狩川に流れ込んだ土砂によって，狩川下流において，過剰な土砂堆積が生じ，土砂・洪水氾濫が発生する恐れがある。

＜達成すべき目標＞
　狩川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：20ha　　世帯数：140戸　霧島市霧島総合支所（官庁）　主要交通機関：県道60号（緊急輸送道路）510m　等

25

事業期間 事業採択 令和5年度

事業名
（箇所名）

狩川大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

鹿児島県
担当課長名 國友 優

実施箇所 鹿児島県霧島市
評価
年度

令和4年度

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

鹿児島県 狩川
大規模特定砂防等事業

かりかわ

狩川大規模特定砂防等事業 位置図
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事業名
（箇所名）

串良川大規模特定砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

鹿児島県

評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

担当課長名 國友 優

実施箇所 鹿児島県鹿屋市

事業期間 事業採択 令和5年度 完了 令和14年度

総事業費
（億円）

6.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、計画規模の降雨時の斜面崩壊や河床侵食等により土砂流出が発生し，河道沿いに拡がる集落への被害が懸念される。また，
串良川流域から串良川に流れ込んだ土砂によって，串良川下流において，過剰な土砂堆積が生じ，土砂・洪水氾濫が発生する恐れがある。

＜達成すべき目標＞
　串良川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

B/C 1.1 B-C 0.69

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：91ha　　世帯数：8戸　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫について、人家8戸，耕地面積65ha等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
鹿児島大学地頭薗教授及び鹿児島大学酒匂教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

EIRR
（％）

4.7

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.02 ～ 1.24）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.11 ～ 1.13）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.01 ～ 1.23）

C:総費用(億円) 5.8
B:総便益
(億円)

6.5

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

鹿児島県

串良川
大規模特定砂防等事業

くしらがわ

串良川大規模特定砂防等事業 位置図
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國友 優

完了 令和9年度

事業名
（箇所名）

紫尾川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

鹿児島県
担当課長名

実施箇所 鹿児島県薩摩郡さつま町
評価
年度

令和4年度

主な事業
の諸元

砂防堰堤工

事業期間 事業採択 令和5年度

C:総費用(億円) 3.2 B/C 1.4

総事業費
（億円）

3.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、計画規模の降雨時の斜面崩壊や河床侵食等により土砂流出が発生し，河道沿いに拡がる集落への被害が懸念される。また，
紫尾川流域から紫尾川に流れ込んだ土砂によって，紫尾川下流において，過剰な土砂堆積が生じ，土砂・洪水氾濫が発生する恐れがある。

＜達成すべき目標＞
　紫尾川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、河川事業と連携した対策施設の整備を行うことにより，下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪
水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：24ha　　世帯数：30戸　主要交通機関：県道397号340m　等

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫について、人家30戸，県道397号340m等への被害を軽減する。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
鹿児島大学地頭薗教授及び鹿児島大学酒匂教授より令和５年度からの事業化が妥当と意見をいただいた。

B-C 1.3
EIRR
（％）

6.0

感度分析
残事業費　　（＋10％ ～ －10％）　B/C（1.3 ～ 1.5）
残工期　　　 （＋10％ ～ －10％）　B/C（1.4 ～ 1.4）
資産　　　　　（－10％ ～ ＋10％）　B/C（1.3 ～ 1.5）

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和4年度
B:総便益
(億円)

4.5

新規
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【凡例】
●：事業箇所

位置図

鹿児島県 紫尾川
事業間連携砂防等事業

しびがわ

紫尾川事業間連携砂防等事業 位置図

計画基準点 A＝2.21㎞2
部分透過型堰堤工 H=11.0m L=75.0m
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